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（午前１０時００分開議）

○委員長（松ヶ平哲幸君） おはようございます。

ただいまの出席委員は15名であります。定足数を超えておりますので、これより本日の委員

会を開きます。

────────────────────────────────────────

○委員長（松ヶ平哲幸君） 本日の会議録署名委員は、第１日目に指名のとおりであります。

────────────────────────────────────────

○委員長（松ヶ平哲幸君） なお、十河剛志委員から欠席、斉藤 昇委員から遅参の届け出があり

ます。

────────────────────────────────────────

○委員長（松ヶ平哲幸君） ここで副委員長と交代いたします。

────────────────────────────────────────

○副委員長（岡崎治夫君） おはようございます。

それでは、昨日に引き続きまして総括質疑を行います。

井上委員。

○委員（井上久嗣君） おはようございます。

通告に従いまして一般質疑を行います。

初めに、財政に関する質問を何点かさせていただきます。

地方交付税の算定に関しまして、新年度よりトップランナー方式が導入されたということで、

まずそちらに関して何点かお聞きをします。

これは、昨年11月末に載ったとある記事なんですけれども、地方交付税算定方式にトップラ

ンナー方式を導入へということで、総務省に関する記事ですけれども、総務省は地方交付税算

定方式を見直すこととし、自治体による財政効率化の取り組みを率先している業務を加味して

配分額を計算する仕組みを取り入れると。細かいことでは道路の補修ですとかごみの収集など、

自治体による歳出効率化への取り組みを加味して配分額を計算する仕組みとすると。コストの

高い自治体は、求めた交付税を受け取れず、歳出削減が必要になるという記事が載っておりま

したが、まずはこの新年度から導入される、本市もそれを加味した交付税の予算措置をされて

いると思いますが、その地方交付税トップランナー方式のまず概要をお知らせ願いたいと思い

ます。

○副委員長（岡崎治夫君） 樫木財政課主査。

○財政課主査（樫木孝士君） お答えいたします。

トップランナー方式は、地方公共団体が行っている歳出効率化に向けた業務改革の取り組み

を地方交付税の算定に反映させることで、地方公共団体の歳出の効率化を推進する観点から導

入されました。その内容としましては、国が行う地方行政サービス改革に係る調査によって把

握することとしている業務改革のうち、交付税算定の単位費用に計上されている23業務につい



－67－

てトップランナー方式の検討対象とし、28年度においては本庁舎清掃業務やスポーツ施設の管

理など、多くの地方公共団体で民間委託等の業務改革に取り組んでいる16業務について、単位

費用の積算に反映することとしています。

見直しに当たっては、地方公共団体への影響等を考慮し、３年から５年程度の複数年をかけ

て段階的に反映することとし、市町村分については人口規模の違いや地域の実情を踏まえ、民

間委託等の業務改革が困難な団体もあることから、段階補正による調整をあわせて行うことと

しています。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） それで、今御説明いただいて、28年度から16業務が関連してくるというこ

とで、私のほうでもちょっと調べてみましたら、28年度に着手する取り組みということで、本

市がいわゆる民間委託にまだ未着手の取り組みが随分書かれています。例えば学校用務員事務、

まあ本市で言う業務技師なのかと思いますけれども、道路維持補修、清掃等、一般ごみ収集、

学校給食の調理、運搬、公園の管理等、これらを民間委託、指定管理制度導入等をしているか

していないかということを交付税の算定に加えるということで、今お話し聞きますと、３年か

ら５年程度かけて反映するということですが、初年度から何らかの本市に係る交付税の算定の

中で影響が出ているかとは思うんですけれども、その辺をどういうふうに本市としては次年度

の交付税の算定の中で、影響をしたのかしないのか含めてお答えいただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 樫木財政課主査。

○財政課主査（樫木孝士君） お答えします。

28年度の普通交付税額の推計の中には、トップランナー方式の具体的な算定内容については

示されていませんが、国はこのトップランナー方式導入の際、地方交付税の財源保障機能を適

切に働かせ、住民生活の安心・安全を確保することを前提として取り組むとしておりまして、

更には人口規模の違い等の地域の実情を踏まえて調整するものとされています。そのため、28

年度における地方交付税の予算額においては、影響額は大きくないものと判断しまして、トッ

プランナー方式による影響等は算定しておりません。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） まあ士別市のような小さな自治体の場合は、急には影響は出ないだろうと

いうことで、28年度については考慮していないということですね。それで、先ほどの御説明も

ありましたけれども、29年度、年度で言うと再来年度から更に図書館の管理、博物館の管理、

公民館の管理、児童館、青少年教育施設等々のこれらも指定管理制度を導入しているかなども

含めて算定が加わるということで、先ほど３年から５年かけて段階的に反映ということなんで

すが、まあ28年度は多分影響ないだろうということなんですが、こうどんどん対象を広げてい

かれますと、今後、例えば29年度以降、中期的に影響してくるのかなと思うんですが、その辺
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に対する考え方というか、まだわかる範囲が少ないかと思いますが、現在知り得ている情報を

含めて考え方をお示しいただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 中舘総務部次長。

○総務部次長（中舘佳嗣君） トップランナー方式の算定につきましては、具体的には交付税の積

算をする上で標準的な団体の費用を見込む単位費用、こういったものの中で算定をされるとい

うことになると思います。今年度の地方交付税の単位費用につきましては、夏ごろに示されて、

具体的な積算内訳についてはその後に公表されるということになっております。そういう意味

では、28年度の算定がどの程度になったかということは、その単位費用の積算を見ればおおよ

そ動向がつかめるのかなということが１点、それから先ほども御答弁申し上げましたけれども、

段階別に、人口が少ないところでは、例えば民間委託といってもそんな受け皿があるのかどう

かというような実態もございますので、そういうところには人口規模に応じてそういう段階的

な補正というものもされます。こういったような動向も見きわめながら、29年度以降の影響額

については推計をしていきたいというふうに考えております。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） 本市の場合、合併10年を過ぎて、いわゆる加算措置されていた交付税が段

階的に縮減される方向、11年目以降ということと、このトップランナーがもしこのままこれか

ら、まだわからない部分がたくさんあるんですけれども、重ねて民間委託が少ないということ

で縮減されていくということになれば非常に困ったことですので、まあこれは国が決めること

なのでどうのこうのじゃないですけれども、極力こういう小さな自治体等には影響のないよう

に、市長も市長会等々含めて、ぜひ御配慮いただけるように常々にお話を、御意見を言ってい

ただければと思います。

それで、次の質問に移りますけれども、さきの一般質問で斉藤議員の質問、答弁の中でも触

れられていましたが、27年度、大きく減額された社会資本整備総合交付金ですとか、地籍調査

数値化事業補助金等々、非常に当初予算より大きく減ってしまいました。

例えばこの社会資本整備総合交付金、これはもともと平成22年に創設されて、その前には道

路ですとか河川だとかまちづくり、下水道、住宅、それぞれ個別の補助金を廃止しまして一本

化したと。これで地方自治体が創意工夫を生かしながら、自由度が高く使える社会資本整備総

合交付金となったということで理解していますが、これで非常に自由度が高くなったはずなん

ですが、27年度においては当初予算より大きく交付金が減らされたということで、事業が一部

とまってしまったわけですが、今年度の予算を見ますと、社会資本整備交付金ということで、

活力創出基盤整備交付金、橋梁関係等含めて１億8,600万円とか、昨年ほぼとまってしまいま

した西広通改良事業でも１億5,000万円ですとか、わくわく水郷公園再開発事業6,250万円とい

うことで、合わせるとそれ等々で４億7,600万円ということの社会資本整備総合交付金を予算

化しております。

先ほどほかの予算もありましたけれども、昨年、27年度大きく減らされたこういった補助金、
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28年度はそれなりにもらえるだろうということで予算化されているんだと思いますが、今、国

も国会やっている最中ですので確定的なことは言えないんでしょうけれども、新年度はこうい

った補助金は昨年のように大きく減らされることなく、何とか交付されるだろうという、その

辺の手応えというか見込みに関してちょっとお話をいただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 沼田建設水道部長。

○建設水道部長（沼田浩光君） お答えいたします。

今、井上委員お話しのとおり、27年度、非常に大きく社会資本整備の交付金事業が削減をさ

れました。お話あったとおり、これは一般補助金から社会資本整備交付金というふうに変わり

まして、市町村の判断の中で効果的な事業に交付金を充当することができるといった内容であ

りましたが、これは実際、実施に向けたときに、例えば１つには震災復興のほうの事業、それ

から現在では東京オリンピック・パラリンピックに向けて、もう首都圏では既に大型公共事業

がどんどん発注されているという状況にあります。

それで、実は今週月曜日、14日にも北海道とそれから北海道開発局のほうにお伺いをしまし

て、今年の予算措置にかかわる要請をしてきたところでありますが、全国的な市町村枠の中に

あって、昨年と同様の配分であるといったことであります。そして、本市においてもそのとお

りでありますけれども、例えば水道管、下水道の改善、道路、公園、橋梁、これらが３回目の

更新時期を迎えているといった中にあって、全国枠の非常に高い要望額に対して、恐らく現在

の感触では50％ぐらいかなというような感触であります。こうした中にあって、どうしても市

町村のこの社会資本整備のライフラインにかかわってくるものでありますから、これは当然昨

年度から、北海道市長会初め全国的な展開をしている要請活動の中で、何とか手厚い充当をお

願いしたいということで、改めて要請をしてきたところでありますけれども、28年度の予算措

置で今わかっている現状では、今申し上げたとおりであります。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） 社会資本整備総合交付金で今４億7,600万円ほど予算措置はしていますが、

現在、ある程度間違いなく交付されそうな金額はこの半分程度ということで理解してよろしい

んですかね。ぜひ、今震災ですとかオリンピックだとか含めて、ある面取り合いになっている

ところがあるので、難しい、御苦労されているのかと思いますが、昨年は特に大きく減額され

ておくれた部分もありますので、途中の補正をしていただくとか含めて、極力事業がおくれな

いように御努力をいただきたいと思います。

それでは、次に基金に関する質問をちょっとさせていただきます。

本市は、特定目的基金というのが十何本あります。この特定目的基金というのは、特定の目

的を計画的に実施できるように資金を積み上げたものということで、使途が限定されるとかい

うことでございます。本市の場合、士別市基金条例というのがあって、その十数本、条例の中

でも基金の目的がそれぞれ列挙されております。例えば地域振興基金、この目的は地域の振興
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に資するという、そういったことに関する目的とされる基金、また合併特例振興基金は合併に

伴う地域の振興に資すると書いてあります。ふるさと創生基金はふるさとの活性化に資する、

公共施設整備基金は公共施設の整備に資するとそれぞれ書いてある。まあそのものずばりとい

う書き方なんですけれども、ある面アバウトな部分もないわけではないんですけれども、そう

いう目的があってそれぞれ基金を積んでおります。

それで、今年の予算の中で基金の部分を、その目的基金がどのように繰り入れをするかとい

うことで予算書を見てみますと、繰入金のところを見てみますと、例えば公共施設整備基金繰

り入れということで、その中には天塩岳・天塩川魅力発信プロジェクト推進事業だとか合葬墓

建設事業資金、同じこの公共施設整備基金では、27年度の場合は体育施設整備とかスキー場関

係の整備に充当されています。地域福祉基金を見てみますと、新年度においてはいきいき健康

センター関係の建設事業資金ですとか、除雪サービス事業ですとか、緊急通報サービス事業等

に繰り入れると。この基金、昨年は何に使っていたかというと、27年度、まだ今年度ですね、

27年度はコスモス苑、桜丘荘の整備等に使われています。

それぞれ基金の目的に準じているんでしょうけれども、その都度都度使われているのを毎年

見ますと、繰り入れる事業が目的に合っているとは言いながらも、ばらばらというふうに見え

るんですけれども、いろいろなこの目的基金、繰り入れをするその都度都度、いろいろ今言っ

たように毎年違うんですけれども、こういう繰り入れるルールというのは、まあ積むルールは

この基金条例にあるんですが、使うルールというのが、基準ですとかそういった細かいものが

あるのかないのか、ちょっとお答え願いたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 丸財政課主幹。

○財政課主幹（丸 徹也君） お答えいたします。

基金の繰り入れのルール、基準についてのお尋ねでございますが、今委員お話にありました

とおり、基金の処分につきまして、繰り入れの部分につきましては、自治法上、241条で基金

の目的でなければ処分はできないということになっておりまして、これが基本的事項の規定と

なっております。それを受けまして、本市の基金条例６条において、各基金の目的に従って、

予算の定める場合でなければこれを処分できないとしているところでございます。この部分の

そういった大前提がございまして、その中での繰り入れの基準でございますが、繰り入れ対象

の事業のまず有無ですとか基金残高、また財源状況を考慮しながら総合的に判断して予算化を

しているところでございます。

また、基金によっては、例えば合併特例振興基金のように、合併特例債でもともと原資を借

り入れいたしまして、その上で積み立て、運営をしている基金については、元本部分の取り崩

しの部分についての範囲内で取り崩しが可能というような独自のルールを持っている基金もご

ざいますので、そういった部分についてもそういった目的に沿った中で対象を確認した中で、

本市としては各基金を活用させていただいているところでございます。

以上でございます。
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○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） その都度都度で目的に合って、まあ基金を繰り入れなきゃならないという

ことで使われているということなんでしょうけれども、例えば新年度の先ほど言いました地域

福祉基金の繰り入れにおいては、27年度は例えばいきいき健康センターの建設関係は、基金繰

り入れに頼らず予算組みしていますけれども、もう新年度は680万円、661万円と、まあそんな

多くはないですが、一部の基金を繰り入れざるを得ないというふうにも見えます。合併特例振

興基金も新年度を見ますと、これも環境センター関係で1,652万円ほど取り崩しになりますが、

環境センターも今年度、27年度は基金繰り入れはしていないですよね。新年度においては一部、

この合併特例基金を繰り入れなければならないという状況、この合併特例振興基金の中に朝日

総合支所整備事業資金というのもありますけれども、これはある面、合併に伴う部分なんで、

この合併特例振興基金の目的に一番近いのかなと思いますが、こういったさまざまな事業がか

なり財政的に厳しいのか、ある面基金に余裕があるから使えるといえばそれなのかもしれませ

んけれども、いろいろな一般的な事業が今回目的基金から繰り入れるという形を見ますと、結

構予算組みに苦労しているのかなと。やはり財政的にもかなり厳しいのかなという私は見方を

ちょっとするんですけれども、その辺の考え方はどうでしょう。

○副委員長（岡崎治夫君） 中舘総務部次長。

○総務部次長（中舘佳嗣君） 今年度の予算編成に当たりましては、市税収入等については、税率

の改正等の影響で8,000万円程度のマイナス、それから地方交付税におきましても、合併特例

の縮減ですとか人口の減少、こういった部分で歳入確保が非常に厳しいという状況にもござい

まして、そういう意味では、その財源確保を基金の取り崩しで一部補っているという面は確か

にあると存じます。

今年度、基金の取り崩しは総額で８億2,000万円、去年から比べますと１億5,000万円ほど多

くなっております。ただ、この基金の財源といたしましては、寄附をいただいている部分とい

うのが非常に多くございまして、27年度で言えば4,600万円程度の寄附をいただいて、それを

基金に積んで、それで予算編成の段階で充当させていただくというような取り扱いをしている

ところであります。そういう意味では、基金のそれぞれの目的が寄附者の御厚志によってそれ

ぞれ積み立てをしているということがございまして、そういった思いをなるべく予算に反映さ

せるということが今回の基金の充当ということに反映されている部分もございますし、先ほど

答弁申し上げました合併特例振興基金、これにつきましては元金を返済した部分で取り崩しが

可能になる。そういう意味では、今年度で申し上げますと３億5,000万円程度の取り崩しが可

能になってきているということもございまして、そういった部分をこの予算編成の中で充当し

ているという側面もございます。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） まあ厳しいということなんですね。
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それで、この目的基金ですね、これは国で法律にのっとってつくらなければならないという

部分もあるかと思います。目的外にこの特定目的基金を使うという場合には、廃止をしなけれ

ばならないということで聞いております。最近、財政難ということで、基金の組みかえをする

ために廃止をするとかいう、そういう組みかえを行うという自治体も多いということをお聞き

しております。本市の場合、十数本の目的基金がございますが、それぞれ今御答弁いただいた

ように、例えば寄附をいただく場合に、明確にそれぞれの目的をつけた別々の基金にしている

というのも、それはそれでわかるんですけれども、まあこの十数本って必要なのかなって正直、

相当前に私、同じような質問もしたことがありますけれども、何でもかんでもまとめればいい

というわけではありませんけれども、ある程度、一定程度目的を果たしたような基金は、性格

の近いものと統合するとかというような、今後そういった考え方はあるんでしょうか。

○副委員長（岡崎治夫君） 中舘次長。

○総務部次長（中舘佳嗣君） この目的基金につきましては、条例または規則で定められているよ

うなもの、例えば奨学資金ですとかふるさと応援基金ですとか、こういったもの以外に、地域

振興資金、それから地域福祉基金、それぞれの目的に応じて設置しているものもございます。

それで、先ほども申し上げましたけれども、寄附をいただく方が例えば福祉に使ってください

ですとか、市立病院の整備に使ってほしいというような申し出をいただきまして、そういった

部分についてはその基金に積み立てをしているわけでありますけれども、それ以外に、ある程

度まとまった額の寄附をいただいて、それを基金に積み立てをして、それで毎年度その基金か

ら予算に充当しているというようなものもございます。

そういった意味では、例えば目的をもう達したもの、今の基金で申し上げますと、例えば庁

舎整備基金等については、これはその目的が終わったときには当然廃止というふうになろうか

というふうに思いますし、これまでも老人ホーム整備基金、それから土地開発基金等そういっ

た役割を終えたものについてはその都度廃止をしてきているという状況にございますので、現

段階では、例えば地域振興基金等については、特別の目的がない場合にはその基金に積んでい

るというような、広く公共の目的でというものについてはそこで積み立てをしているというも

のもありますが、基本的には現段階ではそれぞれの目的に沿って必要なものであろうというふ

うに考えているところでございます。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） 地域振興資金って、地域の振興に資するということは、まあこれ何でもあ

りの目的基金があるというのもちょっと不思議なんですけれども、そういうのもあるんですか

ら、少なくすればいいというものではないですけれども、場合によっては統合できるものは今

後統合するということも含めて御検討いただければと思います。

それで、次に中期財政フレーム、これも一般質問での斉藤議員の質問に一部重なるところも

あるかもしれませんが、何点か確認をさせていただきたいと思います。
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斉藤議員の答弁の中で、３カ年のこの中期財政フレーム、特にこの公債依存度、これについ

ては達成がちょっと厳しいということで、見直しも含めて御答弁があります。最終的に、27年

度終わっていませんけれども、公債依存度が何％ぐらいになるか、細かい数字が多少かぶるか

もしれませんけれども、それと28年度の公債依存度がどの程度になって、27年度、28年度、29

年度とそれぞれの公債依存度がどのぐらいになってきて、平均でどういう数字になるのか。財

政充足率に関しても、これは大体何とかなりそうだと聞いておりますが、そちらの数値ももし

見込みがある程度出ているというのであれば、ちょっとお答えいただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 丸主幹。

○財政課主幹（丸 徹也君） お答えいたします。

まず、中期財政フレームにおける公債依存度の見込みでございますが、まず中期財政フレー

ム策定時におきまして、公債依存度の見込みにつきましては、平成27年度、17.9％、平成28年

度、15.1％、平成29年、7.7％、３カ年で14％と見込んでいたものでございます。

こちら、平成28年当初予算算定時に立てた推計といたしましては、平成27年度決算見込みと

あわせて平成28年度の当初予算、置きかえての推計ということでございますけれども、平成27

年決算見込みといたしまして18.0％、平成28年当初予算時で18.3％、平成29年度につきまして

は今後の見込みということで、中期財政フレーム策定時の7.7％の部分での据え置きという条

件でございますが、３カ年見込みで15.2％という推計を立てているところでございます。

そういった状況から考えまして、中期財政フレームとの乖離ということになりますが、平成

27年については0.1％の増、平成28年については3.2％の増、３カ年の見込みといたしましては、

結果的に1.2％の増という推計を立てているところでございます。

以上でございます。

○副委員長（岡崎治夫君） 中舘次長。

○総務部次長（中舘佳嗣君） 私からは、財政調整基金の充足率の見込みでございますが、現在の

財政調整基金の残高は26年度末で14.9億円、その後の決算を経た後の歳計剰余金１億4,000万

円を更に積み立てをいたしまして、現状としては16.3億円が財政調整基金の残高でございます。

今年度の予算においては、５億7,000万円の繰り入れをする予定の予算を組んでおりますが、

現段階ではこれから特別交付税の決定、それから最終的にはそれぞれの歳出予算の不用額がど

の程度出るかということによりますが、例年のペースでいきますと、おおむねこの予算上の財

調の繰り入れはしないでも済む決算ができるのではないかと。取り崩しがあるとしても、ごく

一部で済むだろうという見込みを立てております。そういう意味では、27年度決算ベースで16

億3,000万円の残高、今後28年度、29年度の実際の財源不足額を充当するということを想定い

たしましても、いわゆる財調の充足率７％、これが７億円というふうに見込んでおりまして、

プラス必要な３億円を合わせた10億円の残高は29年度決算ベースで達成できるんではないかと

いう見込みを立てているところでございます。

以上です。
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○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） それと、もう１点、これは中期財政フレームをつくったときの資料で、３

カ年の収支状況ということで、決算ベースで書いてあるんだと思いますけれども、歳入歳出で

27年度が歳入が184億3,000万円、歳出が185.7億円、28年度が歳入が168.9億円、歳出が174.5

億円となっていますが、予算で見るともう歳出が約190億円ということで、まあこれは決算ベ

ースでしょうから乖離が余計あるんでしょうけれども、平成29年が歳入が146.9億円、歳出が

154.4億円で、３カ年の収支不足を合わせて14億4,000万円ということで積算をされております

が、もう今年度予算がこれをかなり超えていますので、この収支不足額もかなり変わってきて

いるんじゃないかなと思いますが、これを今現在で積算し直すとすると、この３カ年の収支不

足、14億4,000万円がどのぐらいに推移されると、もし計算ができているんならお答えいただ

きたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 丸主幹。

○財政課主幹（丸 徹也君） お答えいたします。

中期財政フレーム３カ年の収支不足につきましては、今お話がありましたとおり、３カ年で

14億4,000万円という推計を立てておりました。これにつきまして、今後の見込みということ

で、先ほど御答弁も申し上げましたが、平成27年度の決算につきましては、財調のほうの部分

も収支不足分に充てる見込みはほぼないものと見込んではおりますが、これはこれからの特別

交付税等、また決算状況によって変わるかもしれませんけれども、ほぼ解消されるという見込

みを立てております。

そういった前提に立っての推計になりますが、平成28年度におきましては約２億円、平成29

年には約４億円、合計いたしまして、収支不足合計といたしましては約６億円を見込んでいる

ところでございます。

以上でございます。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） ということは、収支不足自体を見ると、計画よりかなり下回るということ

でいいんですか。

○副委員長（岡崎治夫君） 丸主幹。

○財政課主幹（丸 徹也君） お答えいたします。

今後の部分といたしましては、収支不足はある程度圧縮されるものと見込んでおります。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） 一般質問の答弁でも、今の財政フレームを27年度、28年度、まあ27年度が

ようやく終わろうとしている中で、公債依存度が計画どおりにならないということで、見直し

をするというお話を聞いておりますが、それらと関連しまして、この後のその見直しはどうい

うふうに今後進められるのか。それと、これは27、28、29ですから、30年度以降、中長期とい

う話も答弁の中で何か聞いたような気もします。そういうこの後の次期財政フレームの例えば
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計画期間をもう少し長くとったらいいんじゃないか、私はよく長くと言いますけれども、その

辺の計画期間に対する考え方も含めて、現時点での考え方をお答えいただければ、よろしくお

願いします。

○副委員長（岡崎治夫君） 中峰総務部長。

○総務部長（中峰寿彰君） お答えいたします。

ただいまの本市の財政状況、さまざまな基金の部分も含め、そして現状、私どもがこの厳し

い財政状況の中で健全化を図っていく短期的な目安として中期財政フレームということで掲げ

てきた、そこについてのお話もありました。

お話のとおり、27年度から29年度、まずはこの中期財政フレーム、これを基本にしていくと

いうこの考えは変わっておりません。実際に今、公債依存度が上がっている状況もありますが、

まずはこれを一つの基本として守っていきたいというふうに考えていきたいと思っています。

ただ、実際のところ、やはりさまざまな要因によってそこが達成し得ないということも発生を

しておりますが、まずこの中で、フレーム自体、例えば今１年度過ぎる中で、そこでまず数値

を上方修正するとか、そういうやり方は今回は好ましくないだろうというふうに考えています。

いわば短期的な部分もありますので、これは一つのフレームとしてきっちり把握をしつつ、や

はりそれを一つの基準とした中で、実際29年度終わった段階でどれぐらい違っていて、その内

容がどういったことの要因があり、またどういうふうにしていくことが必要なのかというふう

な、そういった検証の仕方をしていく必要があるかなと思っていますので、見直しという部分

については、やはり一定のこのフレームを基本とした中で最終的に判断、そして今お話ありま

したように、次の財政の考え方というところに結びつけていきたいというふうに思っています。

したがいまして、今お話ありました、せんだっての答弁で申し上げています30年度からの中

長期の財政計画、これについてはちょうど総合計画と完全に一致させていくということがまず

一つ前提条件になりますし、総合計画の実効性を担保する、そしてそれを推進していくために

もこれは必要なことでありますから、まずはその最低８年というのが一つ総合計画上あります

けれども、場合によっては10年なりのスパンを一つ持った上で、その中で総合計画上は押さえ

でいくと、そういった観点で考えていきたいなというふうに思っています。期間としては、や

はり長期的な見方、そして中期、あるいは短期的なというような部分、やはり長いスパン、市

長が常々申しておりますけれども、10年先に立って今を見るんだというような視点も含めて、

財政についても目標をその都度持ちながら進めていくという必要がありますので、そういった

考えを基本に今後財政推計、あるいは計画を進めてまいりたいというふうに考えています。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） まあそうですね、例えば公債依存度が14％超えそうだからといって、新年

度から15％にしますとか16％にしますというんじゃ余り意味がないんで、これが仮に超えたと

しても、これに極力３年間近い数字になるように頑張っていくという方向性が私もいいのかな
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と思いますので、ぜひこの計画を基本にして、まずは３年間、極力近い形でおさまるように御

努力をいただければと思います。

ということで、次の質問に移ります。

次に、介護従事者新規就労定着支援事業というのが新規事業で出ておりますので、こちらに

ついて何点かお聞きしたいと思います。

この予算説明資料を見ますと、介護従事者の経済的負担軽減と、高校生を対象とした介護職

場体験を行い、不足する介護従事者の確保と定着を図るというふうに書かれております。その

前提としまして、この制度を新設する背景の上で、国の介護にかかわる制度が最近何かそれぞ

れ改正されてきていますんで、その辺がこの事業にかかわる部分かと思いますので、まずはそ

の介護関係の国の制度のここ最近の簡単な説明というか変化した部分、特に資格の部分を御説

明願いたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 阿部介護保険課主幹。

○介護保険課主幹（阿部 淳君） お答えいたします。

介護福祉士の国家資格を取得するために、今までは専門学校や短大などの２年以上の養成施

設を卒業するか、実務経験３年以上、もしくは福祉系の高校を卒業し、介護福祉士の国家試験

を受験するという方法でありましたが、平成24年の介護資格制度改正におきましてホームヘル

パー養成研修が見直され、ホームヘルパー２級研修相当の介護職員初任者研修が創設されたと

ころです。また、ホームヘルパー３級研修は廃止され、ホームヘルパー１級研修及び介護職員

基礎研修は実務者研修に一本化されました。それに伴い、介護福祉士の国家資格を取得するた

めには、まずは介護職員初任者研修を受講し、試験に合格した後、実務者研修を受講すること

で介護福祉士の国家試験の受講資格が与えられることとなり、介護福祉士の国家資格取得まで

の流れが明確となったところです。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） それで今、ホームヘルパー２級が介護職員初任者研修ということで変わっ

たということで、そちらに対する貸付事業ということなんでしょうけれども、この新規事業の

貸付事業の内容を詳しく御説明願いたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 阿部介護保険課主幹。

○介護保険課主幹（阿部 淳君） お答えいたします。

先日の十河議員の一般質問でもお答えいたしましたが、昨今の介護従事者不足を解消するた

めに、未経験を要因とする介護離職を抑制することを目的として、介護従事者の基礎研修とさ

れる介護職員初任者研修に要した費用の一部を貸し付けすることで経済的な負担を軽減し、新

たに介護従事者を目指す方に介護知識や技術を習得していただこうというものです。

新規に介護職に就労する方を対象として、介護職員初任者研修受講料の３分の２を貸し付け

することとし、受講料はおおむね10万円であるとのことから、７万円を限度としたところです。
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貸し付けた受講料につきましては、研修受講後に市内の介護事業所へ就労し、３年経過された

方については返還を免除する内容となっています。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） それと、もう一つ、高校生介護職場体験推進事業、これももしかしたら一

般質問でも多少触れたところがあるのかもしれませんが、より詳しくちょっと御説明願いたい

と思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 阿部主幹。

○介護保険課主幹（阿部 淳君） お答えいたします。

本事業につきましては、次世代の介護職の担い手として期待される高校生に高齢者福祉に対

する理解を深めてもらい、興味を持っていただくことを目的に、市内の介護事業所において高

齢者介護の現場を見ていただくという内容であります。対象となる学年及び実施時期につきま

しては、今後各高校と協議してまいりたいと考えております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） わかりました。

それで、その介護職員初任者研修受講貸付制度ということで、先ほど３分の２で10万円とし

て７万円を限度とするということで、35万円ですから５人分の予算をとっているということな

んでしょうけれども、ちょっと１つだけ確認、５人ということなんで先着５人ということで、

仮に６人、７人になった場合は補正で対応するとか、そういう形なのか、新年度はあくまでも

５人という枠で確定なのか、どちらなんでしょう。

○副委員長（岡崎治夫君） 米谷健康長寿推進室長。

○健康長寿推進室長（米谷祐子君） お答えいたします。

予算上は５人となっておりますが、１人でも多くの方が応募された場合は、補正予算などを

組んで対応してまいりたいと考えております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） それで、これは確認ですけれども、もう既に市内の介護施設に努めていら

っしゃる介護職員の方はいっぱいいます。たまたま資格を持っていない方もいっぱいいらっし

ゃいます。これは新たに新年度この制度が始まって、今、介護施設に勤めていない人が新規に

介護施設に勤めた場合が対象になるということでよろしいんでしょうか。

○副委員長（岡崎治夫君） 米谷健康長寿推進室長。

○健康長寿推進室長（米谷祐子君） お答えいたします。

現に従事している介護職員への計画ではなくて、新規に就労していただける方への定着支援

ということで事業を計画しております。
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以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） これは新しいので、いきなり変えろということにはならないんでしょうけ

れども、これは定着ということですから、多分この事業の意味としましては、今、介護者不足

ですので、介護に勤めていただける方に資格を取っていただいて、まずその入り口の初任者研

修に対して７万円を限度にお貸しして、３年間市内の事業所に勤めていただければ返還は要り

ませんということで定着を図るという意味は非常によくわかるんですけれども、例えばこの制

度が始まる直前に、ほんのちょっと前に市内の施設に介護職として入ったという人が、この制

度直後に入った人と同じ介護施設にいるのに、この人は７万円当たるけれども、ちょっと前に

入った人だって介護職は非常に足りないので、定着してもらったほうがいいに決まっているん

ですけれども、とりあえずそれは対象にならないという、ちょっと矛盾があるような気がする

んですけれども、これは今とりあえず新規という考え方で始まったので、これはこれでいいん

ですけれども、やはりどうでしょうね、今たまたま資格がなく、介護で士別市内の職場にいる

方にも同じように対象にしていくようなお考え方はないんでしょうか。

○副委員長（岡崎治夫君） 米谷健康長寿推進室長。

○健康長寿推進室長（米谷祐子君） お答えいたします。

現に就労されている介護従事者への支援は、資質の向上ですとか定着に向けた支援など、非

常に重要なことと考えております。現在行われている介護に従事している方への支援でありま

すけれども、介護サービス事業所においては、職場内研修とかキャリアアップのための国や道

が開催する研修会への参加支援などを行っております。市としましては、介護職やケアマネジ

ャーを対象とした研修会の開催でありますとか、地域ケア会議における事例検討会などを通じ

て介護職員の資質向上に努めております。

介護職員の確保と定着への支援はどちらも重要なことでありまして、これまでも市内事業所

と意見交換を重ねてきた中では、募集をしてもなかなか来てもらえない現状の中、少しでも介

護の仕事に興味や関心を持っていただいて、新規に介護に従事していただける人材を確保する

ことが急務であるという結論に至りまして、まずは新規就労者の定着支援を目的に、この介護

従事者新規就労定着支援事業を企画、展開することといたしました。

井上委員お話しのように、現に就労している介護職員に対する支援としましては、働きなが

ら資格を取得できる国の教育訓練給付金制度でありますとか、介護人材確保対策などの周知を

行ってまいりますとともに、国の制度活用以外にも、市としましても少しでも長く定着してい

ただけますように、現に従事している介護従事者の定着状況や資格取得のための研修受講希望

などの調査を行うとともに、新規就労者への貸付制度によるこの効果の検証も行いながら、今

後事業所とも十分協議をしてまいりたいと考えております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。
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○委員（井上久嗣君） ぜひ新規は新規で非常に介護現場、従事者の不足というのも大きな問題で

すし、また今勤めている人が、介護現場って非常に割と早くやめていってしまう、なかなか定

着が少ないというのも事実ですので、これはこれでいいんですけれども、今、既に働いている

人でたまたま資格のない方も、資格を取りながら介護を続けていきたいと、スキルアップをし

ていきたいという方のいろいろな支援もあわせて今後進めていただきたいと思います。

ということで、次にいきます。

いきいき健康センター管理費に関する質問をさせていただきます。

今年10月だと思います、オープンに向けて今着々と工事が進んでおりますが、当初このいき

いき健康センター、以前は指定管理制度を想定するというような議会での答弁もあったかと思

いますが、昨年度、直営でやるんだということで報告を聞いております。この指定管理制度を

結果的に選ばず市直営でするとなった経緯ですとか、今、北町の総合福祉センターは社協さん

に、あれは指定管理で、していただいていますけれども、その辺も今後、いきいき健康センタ

ーに移ったときに、社協さんとの関係とか管理の方向というのはどのようになるんでしょうか。

○副委員長（岡崎治夫君） 米谷健康長寿推進室長。

○健康長寿推進室長（米谷祐子君） お答えいたします。

いきいき健康センターは、今ある総合福祉センターの設置目的、対象者及び事業内容も異な

ります。建設に伴う市民会議及び運営にかかわる市民会議において、ここでも説明をしてまい

りましたけれども、いきいき健康センターは単に北町の総合福祉センターの老朽化による建て

かえではなく、また総合福祉センターで実施のいきいきデイサービスや老人クラブ交流会など

の高齢者を対象とした既存の事業を継続するのみならず、健康長寿の拠点施設として高齢者の

生きがいづくりと社会参加、介護予防、市民相互の触れ合いを基本方針といたしまして、市民

が主体となって企画、立案と参画によるさまざまな事業を展開する施設を目指してまいります。

また、センターの機能といたしましては、市直営で実施のサフォークジムや元気クラブなど

の健康づくり教室の拡大、市の保健師や栄養士などによる健康相談や保健指導と、認知症予防

教室などの健康学習の拡充、単位老人クラブの相互交流の活性化、それから隣接するぷらっと

の有効活用、そして市民憩いの街なかサロンづくり、高齢者の生きがいづくりなど、さまざま

な機能を一体的に取り組むこととしておりますので、それら事業との調整と管理を含め、しっ

かりとした土台づくりをするために市直営といたしたところであります。

いきいきデイサービスと老人クラブ交流会については、引き続き社会福祉協議会に業務委託

するとともに、いきいき健康センターは地域福祉の拠点と地域支え合いの拠点でもあることか

ら、社会福祉協議会には地域福祉を担う中心的な団体としていきいき健康センター事業には積

極的に参画していただけるよう協議を進めてまいりたいと考えております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） ということは、ちょっと確認ですけれども、まあ市直営ですから当然市の
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職員さんが何人か行くかと思うんですけれども、そこにも今までどおり社会福祉協議会の職員

さんも何人かが参加するというより一緒に管理という形で入られるということでいいんですか。

○副委員長（岡崎治夫君） 米谷室長。

○健康長寿推進室長（米谷祐子君） お答えいたします。

井上委員おっしゃるとおり、今、総合福祉センターで指定管理をしているところで総合福祉

センターの業務であるとかいきいきデイサービスに従事しておられる社会福祉協議会の職員は、

今のところそのままいきいき健康センターで従事していただくということを考えております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） それで、ぷらっとを有効活用と先ほど御説明の中にありましたが、今、中

心商店街振興組合の指定管理ということで、この10月まで多分振興組合の維持管理をしていた

だいているということになると思うんですけれども、このいきいき健康センターがオープンし

ますと、今、市直営プラス社協の方々で運営管理をするということですが、このぷらっと、こ

れのボイラーの管理、いわゆる技術的なものですね、今、中心商店街振興組合のほうで非常に

熱心にずっと管理をしていただいています。結構技術的なものを含めて、しょっちゅう出向い

てその管理をしていただいているようですが、そういったものを今後直営になった場合に、技

術ですね、そういうボイラーは、ある日突然急にかわるというわけにいかないんでしょうけれ

ども、そういったぷらっとの運営管理、維持管理というのをどういうふうに継承していくのか

と。またそれを直営だから市の職員がされるのか、また別な方にお願いをするのか、そういっ

た担当をどう考えていらっしゃるのかお聞きしたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 米谷室長。

○健康長寿推進室長（米谷祐子君） お答えいたします。

現在、中心商店街振興組合が維持管理しておりますぷらっとにつきましては、10月からはい

きいき健康センターと一体的に管理していくことになっておりまして、管理者が変更になって

も利用者が安心して入浴できますように、オープンする前の早い段階から専任の職員を配置し

まして、現在指定管理者である中心商店街振興組合のぷらっと担当者からその維持管理技術の

引き継ぎをしっかりと行ってまいりたいと考えております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） そうすると、市の職員さんの誰かがその技術を継承されるんですか。

○副委員長（岡崎治夫君） 米谷室長。

○健康長寿推進室長（米谷祐子君） お答えいたします。

市の職員が担当に当たるというふうに考えております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。
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○委員（井上久嗣君） これは夜もありますし、土日もありますし、結構大変だと思うんですね。

それが本当に市の職員が直接できるのかできないのかちょっと疑問の部分があるんですけれど

も、これ臨時職員なのかパート職員なのかという違いもあるんでしょうけれども、その辺はま

だはっきり正直言って決まっていないということなんですかね。

○副委員長（岡崎治夫君） 川村保健福祉部長。

○保健福祉部長（川村慶輔君） 井上委員お話しのとおり、風呂のボイラーの操作等の管理につい

ては、一定の技術を伴って管理していかなければいけないという事情は振興組合のほうからも

よくお伺いをしているところです。それで今、市の職員の配置ということでありますけれども、

基本的に臨時職員の配置というような中で、今携わっている方から技術の継承をしっかり受け

継ぎまして、10月オープンの時点でも、先ほどいきなりできないでしょうということもありま

すので、10月以降も今の技術で携わっている方を継続雇用する中で、しっかりと技術の継承に

努めてまいりたいというふうに考えているところです。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） 突然お風呂がとまって沸きませんということにもなりませんので、ぜひよ

ろしくお願いしたいと思います。

それで、いきいき健康センター、今、北町の総合福祉センターで行われている事業をただ持

ち込むだけじゃないんだと、更に広がりのある使い方をするんだということでありまして、サ

フォーク元気クラブとかジムとかいう話がありましたけれども、具体的に今後広がる利用内容

で、先ほど御説明したこと以外も含めて今想定されるものがありましたら、ちょっと詳しくお

答えいただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 米谷室長。

○健康長寿推進室長（米谷祐子君） お答えいたします。

いきいき健康センターの主な利用内容についてでありますけれども、子供から高齢者まで多

くの市民の方々にセンターを利用していただくために、先ほど申し上げました既存の事業の継

続はもとより、いきいき健康センター運営にかかわる市民会議において検討され、市に提言の

あった高齢者の生きがいと社会参加、市民憩いの街なかサロン、世代間交流を目的とした軽運

動、各種講座、各種サロン、文化活動、娯楽、世代間交流など、さまざまな事業をたたき台と

しまして、今後は企画調整市民会議の中で実現をしてまいります。

現時点で開催が決定している事業といたしましては、去る２月29日に開催をし、140人の市

民が参加した、地域で取り組む楽しい介護予防講演会で紹介されました「ふまねっと」という

道具を活用した市民の運営によるサロンが今のところ上げられています。今後も、このように

市民参画のもとに事業が１つでも多く実施されるよう、企画調整市民会議において協議してま

いります。

以上です。
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○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） それで、１つ確認です。今、総合福祉センターで行われています老人クラ

ブ、ちょっと概要も若干触れてほしいんですけれども、これはそのまま開設後も利用内容の変

化はなく、このいきいきデイサービスで同じことをされると。デイサービスの内容も、基本的

に利用料が１週１回で月2,226円となっていますが、この辺も含めて、今やっていることは変

わらないということでよろしいんですね。

○副委員長（岡崎治夫君） 阿部介護保険課主幹。

○介護保険課主幹（阿部 淳君） お答えいたします。

総合福祉センターで行われている老人クラブ活動、それからデイサービスにつきましては、

変わらず同じ内容で実施していきたいというふうに考えております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） それで、もう既にちまたのうわさなんですけれども、非常に人気が高く、

市長のマニフェストで健康長寿の拠点ということで、非常に集まりやすい中央地区につくられ

たということで、皆さん、もうあそこを使いたいという要望がかなり殺到するんじゃないかと

か、殺到しているんじゃないかといううわさが先行しているんですけれども、現実に今総合福

祉センターでは、幾つかの単位老人クラブが２つ、３つ単位ぐらいで集まられているかと思う

んですけれども、中央地区には結構それぞれの単位老人クラブがございまして、せっかく新し

いので、ぜひあそこを例会場に移したいですとか、いろいろな定期的な利用を含めた要望が来

るかと思うんですが、そういったものがまず可能なのかどうなのかとか、可能な場合はそれを

調整しながらでも利用できるような形になるのかならないのか、ちょっと教えていただきたい

と思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 米谷室長。

○健康長寿推進室長（米谷祐子君） お答えいたします。

いきいき健康センターでの単位老人クラブの定期的な利用についてでありますけれども、い

きいき健康センターで実施される事業につきましては、先ほど申し上げました企画調整市民会

議で企画をしたプログラムを実施することとしております。まずはこのプログラムを優先する

ことから、単位老人クラブの例会などの定期的な利用は難しい状況であると考えますけれども、

いきいき健康センターで実施されるプログラムの状況から、ほかの利用希望なども踏まえまし

て、企画調整市民会議において調整の上、空き部屋、空き時間があれば、定期利用以外での利

用は可能と考えております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） まあとりあえずと言ったら失礼ですね、企画調整市民会議のプログラムが

まずは優先だということですね。
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それで、この健康長寿の拠点ということですけれども、御年配、御高齢者以外にも若い人か

ら広く御利用できるということなんですが、一応健康長寿というまず大きなタイトルというか

テーマがありますんで、ここを利用するに当たって、それなりの範囲とか目的とか、例えば文

化団体がそこでただ会議をやりたいから貸してちょうだいというようなことがあった場合、そ

れがいいのか悪いのかって多分難しいと思うんですけれども、そういった利用の範囲とか目的

とか、使える規約的なものを今後つくらなきゃならないとは思うんですけれども、もうできて

いるのかどうかわかりませんけれども、その辺に対する利用の範囲ですとか、どういう目的な

ら使っていいですよというようなことに関する考え方をちょっと教えていただきたいと思いま

す。

○副委員長（岡崎治夫君） 米谷室長。

○健康長寿推進室長（米谷祐子君） お答えいたします。

いきいき健康センターで利用可能な団体、個人の範囲、目的についてでありますけれども、

先ほどお答えしたとおり、いきいき健康センターで実施される事業につきましては、企画調整

市民会議において企画立案を行い、毎月のプログラムを組んでいくこととしております。特定

の団体や特定の個人による利用は想定しておりませんが、センターの基本方針に沿った利用で

あれば、先ほども単位老人クラブのところでも申し上げましたが、空き部屋、空き時間があれ

ば利用可能というふうに考えております。

一方、１階のサロンスペースにある足湯だとか喫茶コーナーなどは、子供からお年寄り、そ

れから障害のある方など、どなたでも気軽にお越しいただいて利用できる施設であるというふ

うに考えております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） それで、あいていればいいよということなんでしょうけれども、利用料で

すね、これからサフォークジムとかサフォーク元気クラブとか、今、既にやっている北町での

老人クラブさんの活動もこの新しいいきいき健康センターに移られる、それぞれいろいろな利

用形態があると思うんですけれども、そういったここを使うことに対する利用料というのを、

原則無料なのかどうか。さっきのいきいきデイサービスは月幾らと決まっていますけれども、

それ以外の部分で利用料が発生するのかしないのか。入浴も健康管理の一つと考えれば、例え

ばサフォークジムをやった後、入浴をしていっても、含めて幾らなのか、例えば無料なのかと

か含めて、その辺の利用料に関する考え方は今どのようになっていらっしゃるんでしょうか。

○副委員長（岡崎治夫君） 米谷室長。

○健康長寿推進室長（米谷祐子君） お答えいたします。

いきいき健康センターにおける利用料についてでありますけれども、ぷらっとのみを利用す

る一般入浴者につきましては現行どおり有料となります。一方、健康長寿を目的としたいきい

き健康センター開催のプログラムと、市が主催の介護予防事業に参加していただいた場合は、



－84－

ぷらっとの入浴料は無料にすることを検討しているところであります。

先ほど、いきいきデイサービスが有料というお話があったんですけれども、このいきいきデ

イサービスについては無料とならず、そのまま継続の有料になるんですけれども、この対象者

が要介護認定で非該当というふうにされた方で、社会的な支援を要する方というふうな対象の

決めがありまして、老人クラブであるとか市の介護予防教室に１人で行けない方であるとか、

閉じこもり防止とか、そういう認知症の予防が必要な方を対象にして、バスの送迎があって、

10時から３時ぐらいまでのサービスを提供する、その内容が看護師の健康チェックであります

とかレクリエーション、市民の活動、介護予防ということで、介護保険のデイサービスとほぼ

同じ内容であることと、この事業も介護保険の地域支援事業の位置づけであることから、同等

のサービスの提供ということで利用料の設定をしております。

いきいきデイサービスは、士別市内の総合福祉センターで社協に委託する部分と、朝日地区

で特別養護老人ホーム美土里ハイツにも委託しておりまして、この２カ所で行っていて、両方

ともサービスの利用料は同等というふうに設定をしているところであります。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） わかりました。ただ、ちょっと市民に対する説明というのをきちっとわか

りやすくしてほしいというのを一つお願いしておきます。というのは、いきいきデイサービス

とかサフォークジム、入浴も含めて健康管理、長寿管理だということで、プログラムを受けた

後の入浴は無料なんですけれども、同じ人が次の日お風呂で来たら、これはただの入浴だから

有料だよと。だから、斜めに見ちゃうと、いわゆる公的サービスを受けた人はお風呂は無料だ

けれども、公的サービスを受けない人はお風呂が有料になっちゃうという見方もできますんで、

そうとられないように、きちっとその辺の関係を整理していただいて、市民から苦情が来ない

ような考えをぜひしていただきたいと思います。

それともう一つ、以前遠山議員の一般質問の中で触れられましたが、このいきいき健康セン

ターの前面にある市道ですね、あそこのカーブが非常に危ないんじゃないかということで御指

摘がありましたが、その後どのように改善策をとられたのかお答えいただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 阿部主幹。

○介護保険課主幹（阿部 淳君） お答えいたします。

前面に隣接する市道のカーブの対策についてでありますが、車が走行しやすいよう、カーブ

の内側部分の道路を広げ、カーブを緩やかにいたします。また、警告表示板の設置場所につい

ては検討中でありますが、この先がカーブとなることを知らせる警告表示板の設置と、カーブ

に向かって正面に位置するいきいき健康センター南側の壁面にカーブ表示板を設置することで、

カーブを事前に警告し、事故防止対策をしたいと考えております。万が一、車がカーブを曲が

り切れなかった場合の対策といたしまして、車が建物に突入しないよう、カーブの外側にコン

クリート製の防護柵を設置いたしたいと考えております。
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以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） 健康長寿で皆さん集まられるわけですから、そこで接触事故が多発するな

んていうことになっては本末転倒ですので、ぜひ今の対策を含めて進めていただきたいと思い

ます。

次の質問に移ります。

それでは、最後の質問をします。

公営住宅等長寿命化計画策定事業ということで、これも新規事業でありますが、こちらにつ

いて何点かお尋ねしたいと思います。

公営住宅ストック長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減につなげるための計画の策

定を行うと書かれております。事業費が840万円ということです。ちょっとその前段に、これ

をつくる前の流れの私なりの理解なんですけれども、ちょっと確認しておきますけれども、も

ともとこれは平成20年３月ですね、士別市公営住宅ストック総合活用計画というのがつくられ

ました。これは士別市における良質な公営住宅のストックの目標推進方針を定めるとなってお

りまして、これは計画期間が平成20年から29年の10年間を計画期間として、平成30年から39年

までの10年間を構想期間とするという非常に長い計画で、これでずっと続くのかと思いました

ら、平成21年３月、このストック総合活用計画が出た１年後に、国交省から公営住宅等長寿命

化計画をつくれという策定指針が出まして、公営住宅ストックの効率的かつ円滑な更新を実現

する上で、公営住宅ストックの長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減につなげるとい

うのが１年後に出たので、それで、本当は長い計画だったのに、23年３月に士別市公営住宅等

長寿命化計画というのが出ました。この間を飛ばしますと、20年から３年後につくり直したと

いうふうに、この国交省の指針の中でこういうふうになったと私は理解していますが、その辺

のことをちょっと、それでいいのかどうか含めてもう１回確認したいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 峯垣建築課主幹。

○建築課主幹（峯垣智剛君） お答えします。

平成19年度に策定いたしました公営住宅ストック総合活用計画では、居住環境の改善など、

既存公営住宅の建てかえを主とした総合的な計画を策定しておりました。その後、老朽化した

公営住宅ストックの効率的な更新や点検管理による長寿命化を推進するため、国土交通省から

21年３月に公営住宅等長寿命化計画策定指針が示されたことを受け、22年度に公営住宅ストッ

ク総合活用計画を基本とした公営住宅等長寿命化計画を策定し、当市の公営住宅施策の中心と

なる計画を移行したところであります。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） 間違っていなかったということですね。

それで、今の本市の公営住宅等長寿命化計画、23年の３月にできていますけれども、これを
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見ますと、公営住宅の長寿命化による更新コストの削減に配慮しつつ、効率的、効果的なスト

ックの活用手法を定めることを目的とするということで、これはまた同じように、先ほどと似

たような計画期間で23年から32年、それから構想期間が33年から42年ということで、前半後半

と合わせると20年間ということで非常に長い計画になっているんですけれども、23年で20年間

の計画なんですけれども、新たにまた策定するということなんですけれども、その辺の経緯を

お知らせいただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 峯垣主幹。

○建築課主幹（峯垣智剛君） お答えします。

平成21年３月に示されました国の策定指針において、計画期間は10年以上、計画内容は社会

情勢の変化、事業の進捗状況に応じ５年ごとに見直しを行うとされておりますので、新たな計

画を策定するわけではなく、平成22年度に計画されました長寿命化計画の内容について見直し

を行うものであります。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） 見直しをするということですね。それで、非常に人口減社会含めて、今ま

での考え方、長寿命化一つ含めて、やはり今後含めて、ある程度かなり変えていかなきゃなら

ないんじゃないかなという部分も少なからず私は思うところがあるんですけれども、その辺、

今後新しく見直しするという部分で、今後の長寿命化計画に対する想定される一つの方向性で

すとか、今後強調して入れていくべき内容というのはどのようにお考えなんでしょうか。

○副委員長（岡崎治夫君） 佐々木建築課参事。

○建築課参事（佐々木誠君） 長寿命化計画の策定当時は、入居者の需要も多かったために、主に

建てかえを行いながら管理コストを減らす計画となっておりました。しかし、ここ数年、入居

者の需要が減り、空き家も増えてきたことから、建てかえの予定を見直すことも視野に、団地

の集約や既存ストックの改善、公営住宅以外への再利用などを検討し、管理戸数など今後の人

口減社会に合うように適正に見直す予定です。

実際の計画の見直しに当たっては、入居者アンケートや説明会を行い、入居者の希望を酌み

取りながらも、建てかえを減らす方向性や規模の縮小に理解を求めるとともに、既存住戸の改

善によるバリアフリー化、ユニバーサルデザインの対応など、今後の社会環境の変化に対応で

きる整備手法により計画を見直す予定になっております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） 本市の場合は、人口の割に公営住宅が多いというお話も聞いています。そ

れともう一つ、以前に、特に新しい公営住宅は人気があってなかなか入れなかったという部分

があったんですけれども、その辺も一定程度解消に向かっていて、そんなに公営住宅は、この

23年度当初の計画よりは戸数はある程度若干減らしても問題はないという認識なんでしょうか。
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○副委員長（岡崎治夫君） 峯垣建築課主幹。

○建築課主幹（峯垣智剛君） お答えします。

当初の長寿命化計画策定当時の平成22年度では、公営住宅の募集の倍率につきまして約2.3

倍程度ございました。平成27年２月現在の抽選倍率は平成27年度で約0.7倍となっております

ので、ある程度需要は平準化されたと思っております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） 0.7倍ということは、大体申し込むとほぼ入れるという状況と認識してい

いんですか。

○副委員長（岡崎治夫君） 峯垣建築課主幹。

○建築課主幹（峯垣智剛君） 各団地によって、新しい団地、古い団地ありますので、新しい団地

が倍率が高いということはありますので、逆に古い団地に対しては、募集をしても申し込みが

ないという場合もあります。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） かなり充足されてきたということで、大きな見直しを多分されると思いま

す。

それで、28年度中に公共施設マネジメント計画というのを策定されると思います。それは公

営住宅も含めて公共施設の見直し、全体で床面積をどれだけ減らそうとか、どの範囲ぐらいま

で縮減していこうとか、いろいろなことをこれからあと１年かけてつくられると思いますが、

それと当然これは連動して、ちょうどでき上がる年度が28年度ですから同じだと思いますので、

その辺の整合というのはどのように行っていくんでしょうか。

○副委員長（岡崎治夫君） 佐々木参事。

○建築課参事（佐々木誠君） 公共施設マネジメント計画は、市が保有する全ての公共施設を対象

として、公共施設のあり方の基本的な方針を定めるものであり、公営住宅についてのマネジメ

ントも含まれるものです。28年度において見直しを予定している公営住宅等長寿命化計画は、

公共施設マネジメント計画にのっとって実施されることから、27年に見直しを行う予定でした

が、長寿命化計画を１年伸ばし、28年度に見直しをすることで、マネジメント計画と歩調を合

わせ、連携をとり策定していく予定でございます。

具体的には、公共施設マネジメント計画では335の施設に対して今後の方向性を検討する内

容となっておりますが、そのうち30施設─公営住宅なので30団地となりますが─を占め

る市営住宅及び特定公共賃貸住宅では、現在1,110戸、196棟から成り、多数の建物を管理して

おりますので、公営住宅長寿命化計画と公共施設マネジメント計画の整合性を図ることはもち

ろんなんですが、適正な管理戸数や維持管理方法、修繕改善計画などの見直しについては、最

上位計画である総合計画に反映してまいりたいと考えております。
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以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 井上委員。

○委員（井上久嗣君） わかりました。減らせばいいというものじゃないですけれども、今後、本

市の総合戦略含めて、想定する人口規模も既に目標として出ていますんで、それと連動した中

で公共施設マネジメント計画、そしてこれは国がつくれというのもありますけれども、ただつ

くるんじゃなく、公共施設マネジメント計画の目的ときちっと連動した中で見直しを進めてい

ただければと思います。

以上で私の質問を終わります。

○副委員長（岡崎治夫君） まだ総括質疑が続いておりますが、ここで昼食を含め、午後１時30分

まで休憩といたします。

────────────────────────────────────────

（午前１１時３０分休憩）

（午後 １時３０分再開）

────────────────────────────────────────

○副委員長（岡崎治夫君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

総括質疑を続行いたします。

大西 陽委員。

○委員（大西 陽君） それでは、通告のとおり５項目について質問をさせていただきます。

午前中の井上委員の質問と多少重複する点があるかと思いますけれども、平成28年度予算に

おける財政指標についてお伺いいたします。

さまざまな政策課題を着実に進めていくためには、限られた財源の中で財政の健全化を保ち

ながら、計画的かつ効率的な財政運営を行うことが求められております。そのためにも、財政

に関する指標を常に把握することが必要と思いますので、そこで平成28年度予算における財政

力判断の目安となる健全化判断比率の推計値についてまずお伺いをしたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 丸財政課主幹。

○財政課主幹（丸 徹也君） お答えいたします。

健全化判断比率の４指標について、平成26年度の決算数値から平成27年度の決算見込み、更

に平成28年度当初予算時での推計数値について御説明申し上げます。

まず、実質赤字比率、それから連結実質赤字比率、この２指標につきましては、平成26年の

決算数値ではともに数値はございません。更に、27年決算見込み、28年の当初予算時の推計、

その数値ともに発生しないものと推計いたしているところでございます。

次に、実質公債費比率でございます。こちらにつきましては、平成26年度の決算数値でござ

いますが、15.0％でございました。こちらにつきまして、平成27年度決算見込みの数値でござ

いますが、14.7％、平成28年当初予算時での推計でございますが、こちら15.0％ということで

推計してございます。
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最後に、将来負担比率でございます。こちらにつきましては、平成26年度の決算数値で

139.1％でございました。こちら、平成27年の決算見込みでは146.2％、更に平成28年当初予算

推計時におきましては164.8％程度まで上昇するものと推計しているものでございます。

以上でございます。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 今の数字の中で、実質公債費比率なんですけれども、推計では15％という

ことで今お聞きいたしました。議論の中で、これから大型事業をやる上で、将来的に20％に近

くなるという推計もあるわけですけれども、ここでお尋ねしたいのは、早期健全化基準は25％

ということで、まだ相当数字が高いんですけれども、18％以上で新たに起債を起こす場合、北

海道の許可が必要とされていますということになっておりますよね。この点なんですけれども、

これはあくまでも印象なんですけれども、例えば金融機関に融資の相談に行ったときに、今ま

では比率が低いですから、窓口あるいは融資担当課長の判断で融資ができたと。これは北海道

の許可が必要だということになれば、制度的にこれからはその時点で、まだ先の話になるかも

しれませんけれども、そこの支店長の決裁が必要で、更に本店に稟議書を上げなければならな

いという状態になるかと、これはあくまでも印象なんですけれども、この点についてもし全く

判断が違うということであれば指摘をいただきたいんですが、この点について見解を伺いたい

と思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 丸財政課主幹。

○財政課主幹（丸 徹也君） お答えいたします。

ただいまお話のありました実質公債費比率18％の基準に際して、実際起債の制度上としては

許可という形に変わるわけではございますが、その件につきましては、まず起債の発行に際し

ましては、現状といたしましては地方公共団体の自主性を高めるという観点から、起債発行に

際しては原則自由化されているものでございます。その一方で、地方債の全体の信用の維持の

ため、地方財政法上において制限をつけて許可制度というものを適用し、実質公債費比率が地

方財政法上では18％以上のもの、健全化法上では35％以上で制限をつけて許可制度というもの

を適用し、原則起債発行については禁止という考え方になります。また、起債の同意等基準と

いうものがあるんですが、こちらにおいて実質公債費比率18％以上になった団体については、

起債の発行に関しましては公債費負担適正化計画の策定が義務づけされます。

こういった部分から考えまして、18％になるということにつきましては、現状の協議的な形

で原則自由に発行できるという考え方から、原則禁止という形の許可制度下に置かれるという

ことから考えまして、当然注視しなければならない基準と考えておりまして、大変重いものと

受けとめております。

なお、これにつきましては、実質公債費比率が制度化された時点からこの考え方を持ちつつ、

この基準については当然意識しているところでございます。

以上でございます。
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○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） わかりました。

この４つのほかに経常収支比率というのがありますけれども、予算の段階で推計するという

のは難しいんだというふうに思いますけれども、本市の場合は26年度決算で94.3％という数字

が出ております。一般的に75％程度におさめることが妥当であると。更には、80％を超えると

弾力性を失いつつあるというふうに言われていると思うんです。そこで、弾力性を失いつつあ

る、要するに硬直化が進んでいるということであれば、政策予算的な確保が難しくなる。逆に

言えば、経常的な支出の人件費、あるいは公共施設の維持管理費も含めてですけれども、この

経常的な支出が増えてくるということですから、今後人権費を見直すという、下げるわけにも

いきませんので、ほかにこの財政硬直化を進めない、この比率を下げる方策を今の時点でお考

えがあればお聞かせいただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 中舘総務部次長。

○総務部次長（中舘佳嗣君） 経常収支比率につきましては、委員お話しのとおり、考え方として

義務的な人件費、それから扶助費ですとか公債費、こういったものに充てる経常的な一般財源

がどの程度の割合があるかという数値でございます。そういう意味では、この数値が低ければ

それだけ自由に使えるお金があるということになりますので、政策的な判断をする上でも弾力

度があるということになるわけですけれども、一般的にこれまで80％を超えると弾力性を失い

つつあるというような指標、それに対して本市は94.3％ということで高い数値になっているわ

けでありますけれども、類似団体等の平均を見ますと道内では90.1％ということで、他の市に

ついても非常に高い数字になりつつあるというのは現状にあります。

そういった意味では、従前と違う点としては、この弾力度を失いつつある要因として、もと

もとは借金、起債のできる割合、これは75％程度が一般的であったわけですけれども、これが

全国の自治体の財源確保が厳しいということで、そのためにその充当率をかさ上げして財源対

策債ということで上乗せしていくと。そういったことによって、借金額は増えるわけですけれ

ども、政策的な事業を実施する上では、ある程度一般財源が多くなくてもできるような仕組み

になっているということも要因としてあるのかというふうに思います。

そこで、お話にありましたように、こういった経常収支比率の改善に向けた取り組みとして、

例えば人件費の部分で申し上げますと、職員の適正化計画の見直しというようなものを実施し

てきておりますし、公債費の借金の返済については、特別会計において特例の借りかえで安い

金利に振りかえる、もしくはそういった償還の平準化を図るというような借りかえもしてきて

いるところでありますし、民間活力の導入という点で言えば、これまで指定管理の導入、近年

においてもコスモス苑、桜丘荘、それから朝日農業者トレーニングセンター等についても導入

を図ってきたという経過もございます。このほか、電算化においては、登記事務等を電子申請

することによってコストを抑えるということを行っています。あと、第三セクターの見直しと

いう点では、その目的を達した土地開発公社等についても解散をしてきているというようなこ
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ともあります。もちろん事務経費の節減ですとかコスト意識の徹底という意味では、例えば電

気料についても間引き点灯ですとかこまめな消灯、こういった点、それからコピー料等の縮減

等にも取り組んできたところであります。

一方で、歳入についての確保を図っていくという観点から申し上げますと、使用料と受益者

負担の適正化を図る上で、結果として収入確保に結びついているという事例ですとか、本市に

とっては市税等の収納率は非常に高い数字になるわけですが、こういったものを維持していく、

それから公有財産の有効活用という点で申し上げますと、例えば遊休地については計画的に処

分していく、もしくは車両等についても下取りにとれないような古い車両についてはインター

ネット公売で売り払いをしていく、こういったことにも取り組んでおりますし、このほかふる

さと応援寄附金等についても、カード決済をすることによって利便性を図って、より寄附金の

増収に結びつけるというような取り組みもしてきているところであります。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） さきに手数料、利用料の均衡を図るということで見直しをした結果、若干

手数料なり利用料収入が上がるということでありますけれども、これは均衡を図るという大前

提で見直しをしたわけで、今後、財政的に市民に大きな負担をかけない、そんな工夫をしなが

ら進めるべきだとというふうに思います。

次の質問に入ります。

次に、甜菜の作付振興事業について伺います。

てん菜は、畑作経営の安定化と、更には輪作体系の確立に欠かせない作物であります。更に、

本市には今年で操業80周年を迎えた日甜士別製糖所があります。この工場の経済効果も非常に

大きいと。士別製糖所が将来にわたって継続され、更には農業者の農業所得確保のためにも、

ビートの安定した作付面積の維持拡大が必要だということで、従来から本市については振興策

について、毎年手厚い予算措置をしながら振興に努めてきております。更に、全道的に見ても、

市長が会長を務めています北海道てん菜振興自治体連絡協議会を通して、全道的なてん菜の振

興の中心的な役割を本市は担っている、いわゆるビートのまちと言っても過言ではない状況で

あります。

そこで、てん菜作付振興事業のうちのてん菜作付委託促進事業について伺いますけれども、

平成27年の予算審査特別委員会で、移植及び直播の播種作業について補助率を従来の３分の１

から２分の１に引き上げられております。そのときの質問の中で、安定した生産面積を確保す

るためには、収穫作業が３分の１のままということでしたから、収穫作業についても同じく補

助率を引き上げるべきだという提言をさせていただきました。市としては、以降、甜菜振興会

とも十分協議をして検討をしたいということでありました。その検討の経過と、検討の結果に

ついてまずお伺いしたいと。

○副委員長（岡崎治夫君） 寺田農業振興課主幹。
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○農業振興課主幹（寺田和寛君） お答えいたします。

３分の１を２分の１ということでの御意見、御提案をいただきまして、その中で協議をして

いくということの内容についてでありますけれども、士別市甜菜振興会の役員会の中で協議を

していただきました。作付面積の拡大、確保を考えると、高齢や労働力不足によって経営規模

を縮小したり、機械の老朽化から切りかえ時期にてん菜作付をやめてしまうことを防ぐために

も、労働力が必要な春作業に重点を置いた助成、または生産面積の助成を中心に考えていくべ

きではないかという意見が出されております。

収穫作業の状況につきましては、平成27年産は結果的に糖度、収量とも例年を大きく上回り

ましたが、収穫時の長雨の影響で、受託をされている農業者の方が、委託をお願いしている農

家さんの予定のとおりに収穫ができなかったりですとか、受託農家さんの受託面積についても

大きくなり、飽和状態になりつつあるということが報告をされております。

収穫作業を考えたときに、収穫機械のない生産者の方、受委託に頼るだけではなく、農協の

機械リース、農業者間の機械のリースなどで作業を行うことができないのかということも検討

をしていただいております。しかしながら、農協の機械リースについては、台数の問題があり

なかなか借りることができない、農業者間のリースでは、使う場所によってはセッティングで

すとか、使う側の農家さんの問題等があり難しいということが上げられております。その中で、

これから先、ＪＡ、日甜、そして市が中心となって、収穫機械を導入して作付者の収穫意向に

対応できるような受託の組織化、もしくは育成などの支援策も検討していかなくては、これか

ら難しくなっていくのではないかということになっております。

これが一応協議をしていただいた経過となっております。しかしながら、限られた財源の中

で、支援策として生産者の意向を最優先として取り組みを検討していただきながら決定してい

ただいた経緯なんですけれども、収穫時に対する助成の上乗せについては意見が出されません

でした。しかし、委員から御提案をいただいておりました内容について、市からの投げかけ方

だとか議論が足りなかったのではないかという部分もありますので、平成29年度に向けて、平

成28年度までの作業受委託の契約面積ですとか状況などの確認を行いながら、その中で精査を

して、委員提案の内容などもしっかり生産者の方へ提示して協議していただく中で、助成体系

を構築していきたいというふうに考えております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 面積拡大のためには、いろいろな振興策を打って広角的な実績を上げると

いうことが大事なんで、相談の仕方はいろいろあると思うんですが、ぜひ再度協議会とも相談

をしていただきたいと。

ちなみに、今年作付予定面積なんですが、昨年実績と比較して増加するんでしょうか。出て

いますか、面積。

○副委員長（岡崎治夫君） 金経済部長。
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○経済部長（金 章君） ２月末で取りまとめた部分なんですけれども、昨年実績を上回って、

730ヘクタールが今年の目標面積として予算編成あるいは甜菜振興会の役員会の中で打ち合わ

せしていた面積なんですけれども、その部分については何とか近づけるような見込みとなって

おります。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 次の質問に移ります。

種子馬鈴しょの採取圃の設置事業の内容について、まず確認をさせていただきたいと。

○副委員長（岡崎治夫君） 井出経済部次長。

○経済部次長（井出俊博君） 事業の内容につきまして御説明をさせていただきます。

この事業につきましては、管外産の種子バレイショと士別産の種子バレイショの価格差を、

作付面積、それから反収に換算をさせていただきまして、その反収、10アール当たりですが、

10アール当たり１万円を限度として作付面積に対しての助成を行っているというような事業の

内容となっております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 生産面積拡大の方策についても、これも26年の決算審査特別委員会におい

て発言をさせていただきました。本市では、バレイショについては、本市にとって畑作に重要

な作物でありますから、ぜひ生産の振興に努めてほしいと。更に、種子用のバレイショ、いわ

ゆるカバー率ですけれども、食用バレイショの作付面積に対すると約60％程度のカバー率しか

ないんで、種子バレイショの作付振興に考慮してほしいという質問をさせていただきました。

この理由としては、いわゆる生産者の高齢化ももちろんありますけれども、種子バレイショ

については国の防疫法に基づく審査を受けなきゃならないということもあって、非常に手間が

かかるということで種子バレイショの作付面積が減少しているということで、今後とも種子バ

レイショの振興について効果的な施策が必要でないかということで質問をしました。市として

は、種子バレイショ生産に有効な抜本的な対策のために、防疫体制を含め、ＪＡや北海道など

関係機関と協議をするとしていましたけれども、これも先ほどと同じように協議の経過とあわ

せてその結果について、結果といっても振興策に反映されていませんけれども、結果について

含めてお願いいたします。

○副委員長（岡崎治夫君） 井出次長。

○経済部次長（井出俊博君） お答えいたします。

今、委員の御質問、御意見等あった中ですけれども、バレイショにつきましては、本市の輪

作体系の構築をするためには欠かせない作物というような位置づけでいるところでございます。

この部分につきましては、年々バレイショの部分で減少している中で、特に食用バレイショに

つきましては年々減少率が大きくなっているかなというふうにも考えております。その輪作体



－94－

系を維持するためのバレイショの面積を確保するためにも、やはり種子のバレイショの生産と

いうもの、安定的な供給をするというようなことも非常に大事だというふうにも感じておりま

す。先ほどもありました種芋の士別のシェア率ですけれども、平成27年度でいいますと48％程

度にまでなってきております。これらも含めて、やはり安定した供給が必要かなというふうに

も考えております。

種子農家が減少した理由ですけれども、この部分につきましては、生産農家またはＪＡの青

果の担当の方々といろいろと意見交換をさせていただいてはおります。その中でいろいろと言

われておりますのは、先ほど委員からもありました高齢化ですとか、それから後継者不足、そ

れから管理面でやっぱり労働や技術力が必要になるというふうな話があります。また、選果作

業の部分につきましても労働力が不足しているというような課題等々が寄せられてきていると

ころでございます。

このような中で、昨年の委員の決算委員会のときに御提言をいただいた具体的な対策の内容

を含めて、この部分について十分な検討、協議がなされていなかったかなというふうに考えて

おりまして、それらのことによりまして施策に反映するに至っていないというふうにも考えて

おります。この部分につきましては、今後、種子の生産農家との意見交換を更にまた行いまし

て、作付の面積の拡大や確保、それから作付の継続に当たって新たに取り組んでいただけるよ

うな農家さんに障害となっているような部分、そういったことを検討して、新規作付または作

付拡大につなげていきたいというふうにも考えております。

また、本年度、新たに設立されるというふうに聞いておりますバレイショ部会もございます

ので、そちらのほうにも出向いて御意見をいただきながら、また主たる出荷先でありますＪＡ

のほうにも、バレイショの作付に対する方針等々につきましても意見交換等々を行わせていた

だきながら、具体的な対策について考えていきたいというふうに考えております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 振興策については、相当結果が出るまで時間がかかるということですから、

できるだけ早く振興策を打つ必要があるんだというふうに思います。それで、正式に議会の中

で質問させていただいて、結果は別にして、その方向で具体的に協議をするということですか

ら、そういう答弁ですから、これはしっかりやってもらわなきゃいけないというふうに思いま

す。これは本年度について、先進事例の調査なんかも含めて、調査費ぐらいの予算計上はでき

ないでしょうかね。

○副委員長（岡崎治夫君） 井出次長。

○経済部次長（井出俊博君） お答えいたします。

農林業水産費にはそのほかにもいろいろ経費がありますので、そちらのほうとちょっと内部

で検討しながら、そういう対策についても検討したいというふうに考えています。委員のおっ

しゃられるとおりにいくようにしていきたいというふうに考えています。
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以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 新たに予算措置をしなくても、農林業水産費の中で運用すると。そんなん

でいいんでしょうかね。いいんですか。副市長どうなんですか。

○副委員長（岡崎治夫君） 相山副市長。

○副市長（相山佳則君） 先ほどのてん菜のことについても、ただいまの種子バレイショについて

も、今、担当次長、主幹のお話にあったとおり、極めてスピード感のない進め方だというふう

に思っております。きのうの斉藤委員の中に、やっぱり我々の職員力といったようなお話がご

ざいましたので、そういったことをしっかりと肝に銘じながら、ただいまの大西委員のお話に

あったそれぞれの事業について、もう一度しっかりと調査をしてその方策を出していくという

ようなことを、今年度の予算はこのように今提出して御審議していただいておりますので、い

ろいろな工夫をしながら進めてまいりたいというふうにしてまいります。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） それでは、次の質問に入ります。

次は、有害鳥獣の処理対策事業について伺います。

駆除した鳥獣の処理については、平成29年度から北見農協連の化製場への処理委託に向けて、

今年、有害鳥獣一時保管施設の新設を予定しているということでありますが、来年の４月以降、

供用開始後、その運用、いわゆる運営の方法についての考え方についてお伺いしたいと思いま

す。

○副委員長（岡崎治夫君） 上川畜産林務課主査。

○畜産林務課主査（上川 学君） お答えいたします。

有害鳥獣一時保管施設の運用についてですけれども、詳細な部分については現在詰めている

段階ではございますが、現時点で想定している部分について御説明させていただきます。

まず、施設の供用開始につきましては平成29年４月１日からとします。保管能力につきまし

てはエゾシカを80頭程度保管できる施設となっております。受け入れの対象者につきましては、

有害鳥獣捕獲従事者として許可を受けた者となります。受け入れる鳥獣はエゾシカとヒグマと

しまして、士別市内で捕獲したもの及び車両事故などで収集されたものとなります。施設の開

設につきましては、１日１回２時間程度と時間を定めることを現在想定しているところでござ

います。

また、受け入れからの手順につきましては、まず捕獲者が捕獲した有害鳥獣を開設時間の範

囲内で一時保管施設に直接持ち込んでいただきます。持ち込まれた鳥獣につきましては、鉄製

のパレットに入れて冷凍保管をしまして、施設で死骸の解体は基本的には行いません。一定程

度集まった時点で、パレットごと委託施設に運び出しまして、１回の運搬当たりエゾシカを40

頭程度運び出す計画であります。鳥獣は一般廃棄物でありますので、一般廃棄物収集運搬許可

業者に運搬を委託しまして、その運搬費用については市が負担をします。処理は北見農業協同
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組合連合会が運営します化製場に処理委託をしまして、その処理費用につきましても市が負担

をする予定でございます。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 供用開始後は委託をするということで、市直営でやらないという今説明で

したけれども、その委託先について今想定しているものはありますか。

○副委員長（岡崎治夫君） 鶴岡畜産林務課長。

○畜産林務課長（鶴岡明浩君） お答えします。

施設の管理につきましては、現在、委託の方向で進めているところでありますが、委託の業

者の詳細についてはまだ決めておりません。施設管理委託を受託するために必要となる一般廃

棄物に関する資格については、特に必要ない状況となっております。作業につきましては、パ

レットの移動でフォークリフトを利用、また作業従事者につきましては大型特殊免許とフォー

クリフトの技術運転講習の修了を必要としております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） まだ具体的に進んでいないということでありますけれども、例えば運送業

者は専門的な業者の方に委託すると。それと一体的に施設の委託もするという考えもないでし

ょうか。

○副委員長（岡崎治夫君） 金経済部長。

○経済部長（金 章君） 現地が朝日町で一時保管するという施設でありますから、そういった

部分でいけば、運送業者との一体的な委託ということも検討の一つとして上げられるかと思う

んですけれども、また日常的に朝日町の中でその保管庫の管理をしていただくという部分がも

し可能であれば、そういった部分も検討の部分としてはあるのかなと。分離するという部分と、

一体的にという部分と、今二通り考えているところであります。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 今の答弁ですと、一体的にやるのと、それから運送は運送、管理は管理と

いうことでありますけれども、想定していないんで何回聞いても同じだと思うんですが、地元

の個人あるいは団体があるわけですけれども、考え方としてどちら、団体なんでしょうか、委

託先。

○副委員長（岡崎治夫君） 金部長。

○経済部長（金 章君） やはり安定的な運営ということになれば、個人ということよりは団体

なり会社なり法人なりといった形になろうかと思っています。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） だんだん近づいてきましたけれども、これはわかりました。
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それで、委託先なんですけれども、北見農協連の化製場について、内容ですけれども、これ

は27年の２定で谷口副議長が質問して、市長からある程度のことは答弁としてありました。改

めてこの内容と、それから先ほど触れましたけれども、年間の処理委託頭数、それから委託料、

それから何年間継続できるのかということと、それから北見農協連の化製場の規模ですね、こ

れはそれに委託するという話を伺っているんですが、できれば写真なり映像でどんな施設なの

か、あるいはレイアウトでどういうふうな工程で処理するのかということを説明していただけ

ればよかったんですが、全くわからないんで、この内容について簡単に説明をしていただきた

いと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 上川主査。

○畜産林務課主査（上川 学君） お答えいたします。

まず、処理頭数ですけれども、エゾシカの捕獲頭数につきましては、平成24年度、ピークに

1,867頭でありました。その後、1,000頭程度で推移をしておりまして、今年度につきましては

1,000頭を下回るような見込みでございます。この結果から、今後の捕獲頭数についても1,000

頭前後でというようなことが考えられますので、処理頭数も同様の1,000頭を最大の上限とし

て考えているところでございます。

また、処理施設の規模ですけれども、まず有害鳥獣の処理を委託するところはオホーツク地

域化製場エゾシカ化製処理施設というものでありまして、湧別町に設置をされております。運

営する北見農業協同組合連合会につきましては、以前から湧別町で牛などの家畜を化製する施

設を運営しておりまして、その施設の隣接地に有害鳥獣用の施設を新たに整備をしまして、平

成27年４月から供用開始しているものであります。施設で許可を受けているものにつきまして

は、エゾシカとヒグマが対象となっております。

施設の規模ですけれども、オホーツク総合振興局管内の18市町村から将来的な受け入れも含

めて施設のほうを整備しております。現在は７市町村から受け入れをしていると施設のほうか

ら伺っております。また、施設の最大処理能力につきましては、１日70頭程度を処理できまし

て、365日にわたってフル稼働しますと年間２万頭ほど鳥獣を処理できる能力を有していると

いうことで伺っているところでございます。施設の27年度の運営計画につきましては、2,600

頭を処理する計画でございます。

処理の委託の条件についてですけれども、士別市の廃棄物を市外で処理するに当たりまして、

まず事業者との協議の前に、受け入れる市町村の同意が必要でありますので、まず湧別町と事

前協議を行って了承を得ております。その了承を得た後、北見農協連と処理委託に関して協議

を進めてきたところであります。協議した事項を確認するため、平成27年６月に協議てんまつ

を作成しまして双方押印し、士別市の有害鳥獣を受け入れて処理することを確認しております。

その協議てんまつの主な内容につきましては、まず処理委託の開始については29年４月１日か

ら、受け入れの処理期間につきましては、平成29年４月１日から平成39年３月31日までとする。

それ以降については双方協議をするということになっております。受け入れ処理する有害鳥獣
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はエゾシカとヒグマ、士別市が依頼した鳥獣は全量受け入れる。処理料金につきましては、消

費税別で１頭当たり5,000円とする。料金に変更が生じる場合については双方協議するという

内容で協議てんまつのほうを交わしております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 処理能力が、ここの化製場は単純に年間２万頭ぐらいだと。そこで、実績

が2,600頭、そしてこの実績が来年度以降も同じだとすると、士別の1,000頭でしたか、持ち込

むと3,600頭ということになるんでしょうかね、処理量は。それで、２万頭のところを3,600と

いう捉え方でいいんでしょうか。

○副委員長（岡崎治夫君） 上川主査。

○畜産林務課主査（上川 学君） お答えいたします。

現在、７市町村から受け入れているものが2,600頭でありまして、今後同様に頭数が入って

くるということでありますので、士別市から1,000頭行けば3,600頭ということになると思いま

す。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） ２万頭で3,600頭ですから相当余裕があるということなんで、あとこの覚

書等々もこれから取り交わすんだと思うんですけれども、とりあえず何年間の契約になるんで

しょうか。

○副委員長（岡崎治夫君） 上川主査。

○畜産林務課主査（上川 学君） お答えいたします。

まず、覚書につきましては、今後、北見農協連と交わす予定でございます。その内容につき

ましては、先ほどお話ししたとおり、協議てんまつに書かれた内容を書かせていただくという

ことで、内容として交わす予定をしております。処理の期間に関しては、先ほどお話ししたと

おり10年間を想定しておりまして、ただ委託の契約につきましては単年度になりますので、委

託契約は単年度ごと契約を結びながら事業のほうを進めていくことになります。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） わかりました。

その処理の方法についてなんですけれども、先ほど言ったように、27年２定で市長から報告

がありましたけれども、再度、例えばそこで全部やらなくて、一部ほかのほうに処理を委託す

るとか、何かあったような気がするんですが、この点について確認をしたいと。

○副委員長（岡崎治夫君） 上川主査。

○畜産林務課主査（上川 学君） お答えいたします。

処理に関しましては、北見農協連のほうに全量持っていって処理をしていただくんですけれ
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ども、その処理の過程において、その施設から一旦出ることになりますので、その部分かと思

います。その処理方法なんですけれども、北見農協連のほうにこちらから鳥獣のほうを運び込

んで、その処理については、鳥獣を粉砕して熱処理をかけます。脂を取り除いて乾燥させて粉

末状の肉骨粉にしたものを室蘭市にある民間の処理会社のほうへ持っていって、燃焼処理をし

ます。最終的にその燃焼して残った灰については、コンクリートに混合されて再利用されると

いうふうな内容になっております。施設で取り除いた脂については、施設のほうで特殊処理を

しまして、施設の加熱用の燃料として再利用されるというものになっております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） わかりました。

次の質問に入らせていただきます。

次に、士別市まち・ひと・しごと創生総合戦略の農業未来都市創造事業について伺いたいと

思います。

総合戦略は、本市総合計画の重点プロジェクトに掲げておりますはつらつ産業プロジェクト

の農業振興と、それからもう一つはこだわり交流プロジェクトの合宿の里について、計画期間、

27年、昨年度から31年までの５年間の各種事業を推進して、更に今計画をしております次期総

合計画にも反映をさせるとしております。そこで、農業未来都市創造事業の各施策について、

一定期間ごとに実績数値の管理をしているというふうに思いますので、いわゆるＫＰＩの年度

別計画に対して、28年度まで、これは一部推計になるんですが、数値をお伺いしたいというこ

とです。

その前に、ＫＰＩ、いわゆる年度別の数値の管理、そして最終目標、いわゆるＫＧＩという

言葉だと思うんですが、この辺の関連性というか、ＫＰＩとＫＧＩの関連性、今回の最終的な

目標数値についてはＫＰＩなのか、あるいはＫＧＩなのか、この辺の確認をまずしたいという

ふうに思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 久光企画課主査。

○企画課主査（久光 徹君） お答えいたします。

まず、ＫＰＩとＫＧＩについて御質問がありましたので、この点について御説明させていた

だきます。

ＫＰＩについてでございますが、こちらは日本語表記では重要業績評価指標ということにな

ります。内容的には、計画なりプロジェクトを進める際に、その進捗状況、達成度合いを定期

的に検証するために設定する指標でございます。

また、お話のありましたＫＧＩについてでございます。こちらは日本語表記では重要目標達

成指標となります。こちらにつきましては、計画なりプロジェクトを進める際に、その達成す

べき最終的な成果を定量的に示す指標とされているところでございます。

本市におけるこのＫＰＩとＫＧＩについてでございますが、まずＫＰＩにつきましては、お
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話のありました農業未来都市創造、合宿の聖地創造、これを５年間の中で進めてまいりますが、

これを進めていくに当たって定期的に検証できる数値ということで、各施策にわたってＫＰＩ

の設定をさせていただいております。また、ＫＧＩについてでございます。こちらにつきまし

ては、この総合戦略というのは、大もとは国のほうで総合戦略を立てておりまして、また国の

ほうでも一定の市町村が地方版総合戦略を策定する際の指針等も出されておりますが、この国

の総合戦略及び市町村地方版総合戦略の策定の指針の中では、ＫＧＩという言葉自体は表現的

にはされていない状況にはあります。

一方、本市の総合戦略の中では、先ほどお話ししました農業未来都市創造、合宿の聖地創造、

更にはこの２つの柱を進めることで７つのＫ、観光ですとか子育て、さまざまな分野に波及さ

せることによって、最終的な５年後の数値目標というのを設定してございます。こちらにつき

ましては、全部で５項目ございまして、合計特殊出生率、有効求人倍率、高校卒業者地元就職

率、健康な高齢者率、交流人口、こちらの項目の数値を設定してございます。更には、最終的

に地方創生を進める中で、本市の将来展望、目標人口として2060年には１万1,000人というこ

とで定めておるところでございます。いわば、今お話ししました数値目標ですとか将来的な目

標人口が、本市の総合戦略においてＫＧＩというふうに言えるものというふうに考えてござい

ます。

次に、農業未来都市創造におきますＫＰＩにつきまして、27年度の実績見込みについてお話

しいたします。

農業未来都市創造、この事業の中においては、全部で11項目のＫＰＩを設定してございます。

この27年度の実績見込みといたしましては、小学校の総合的な学習の時間における農業学習時

間、こちら計画35時間に対しまして実績が35時間、農業後継者を含む新規就農者、こちらが計

画11名に対して実績12名、短期移住体験者の延べ人数、こちらにつきましては計画500名に対

しまして実績が640人、めん羊の新規就農者数、こちらが１戸に対しまして実績が１戸、めん

羊の繁殖雌の飼養頭数、こちらにつきましては550頭の計画に対しまして実績が551頭、愛媛県

立農業大学校ですとかトヨタ工業学園修学旅行等による農業体験者の数、こちらにつきまして

は計画200名に対しまして実績が356名、小中学校におけるふるさと給食の実施回数、こちらが

計画７回に対しまして実績が７回、市の６次産業化推進事業補助金による支援件数でございま

すが、こちらにつきましては計画が１件に対しまして実績が２件、市の６次産品の新規販路開

拓件数、こちらにつきましては計画１件に対しまして実績見込みが１件、ＩＣＴ農業に関する

研修者数、こちらにつきましては計画が100名に対して実績見込みが136人、マルかじりフェア

やビートまつりなどの農畜産物地産地消に係るイベント参加者数、こちらにつきましては１万

7,700人の計画に対しまして実績が１万8,200人となってございます。

また、28年度におけるＫＰＩに対しての見込みでございます。こちらにつきましては、28年

度の予算による施策展開、これを踏まえまして、現総合計画に掲載している農業未来都市創造

事業のＫＰＩの数値を達成するということを目指す考えでございます。各項目の具体的数値と
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しましては、総合的な学習の時間における農業学習履修時間が35時間、新規就農者が７名、短

期移住体験者の延べ人数が600名、めん羊の新規飼養者が１戸、めん羊の繁殖雌の飼養頭数が

600頭、農業体験者数が300人、ふるさと給食の実施回数が７回、６次産業化推進事業補助金に

よる支援件数が１件、６次産品の新規販路開拓件数が１件、ＩＣＴ農業に関する研修者数が

100人、農畜産物地産地消に係るイベント参加者数が１万6,000人、こちらとなっております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 今、推計というか、28年度の計画数字と昨年の実績を足して、今年、28年

度末の数字ということになるんですが、例えば新規就農が今年の28年度末で19戸になる、昨年

の実績と足してですね。それから、特徴的なことだけ言いますけれども、羊の新規飼養者が、

これも今年の28年度末で新規で２戸になるという捉え方でいいんだというふうに思いますけれ

ども、この中で、さっき言ったＫＰＩ、最終目標値というふうに捉えてもいいんだというふう

に思いますけれども、これを５年間の計画期間で達成するということで、毎年その施策につい

て市で予算措置をしながら進めているということでありますから、通常の事業期間と違って、

例えばハードの部分について、農業研修施設、これはいつ計画実行するかわかりませんけれど

も、本来であればその研修施設の整備をして、更なる新規就農者の予算措置をしながらトータ

ル的に進めて、最終的にこのＫＰＩの達成を目指すというのが本来のこの事業の目的でないか

というふうに思います。

そこで、いまだに具体的な研修施設の構想、具体的な内容についてまだ聞かされておりませ

んけれども、これは事業年度内にやればいいというものではなくて、できればこの効果を出す

ためには、早い時期にこの施設をしっかり整備をして、研修者の受け入れをして、できるだけ

新規就農者をＫＰＩ、これに近づけるというのが施策本来の事業の目的でないかというふうに

感じるわけです。そういう意味では、その今の研修施設の整備についても、具体的にやって、

これを最終年度とか、あるいは来年以降ということになると、本来の事業の目的から照らして、

どうも首をかしげるところがあるということなんですけれども、この考え方についてどうなん

でしょうか。私の言っていることが全く違うかも含めてお願いいたします。

○副委員長（岡崎治夫君） 中峰総務部長。

○総務部長（中峰寿彰君） お答えいたします。

今、ＫＰＩ、それからＫＧＩというふうなことで、最終目標として設定しているのにどう向

かうかということで、そのあり方については、やはり条件整備なり必要な環境を整えるという

ことをやっていかないと、最終的にはそのＫＧＩ、最終目標のところになかなか行き着かない

だろうということでのお話だと思います。

今、今般の地方版総合戦略ということで、私どものつくったまち・ひと・しごと創生総合戦

略、これについては、２つの柱のうちの一つの農業については、やはり新規就農、あるいは後

継者育成、更には雇用機会の創出なんかも含めた総合的な見地でということになっていますけ
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れども、今お話あった農業研修施設ですが、まだ具体的に作業は大きくは進んでいませんけれ

ども、今お話あったように、早目にやはりその方針を出し、具体的な整備をしていくというこ

とで、ＫＰＩを逐次上げていき、また最終的にはその目標に達成するということ、おっしゃる

とおりだと思いますので、できるだけ早くその考え方をまとめ、地域の皆さん、あるいは関係

者の皆さんとの協議も含めて臨んでいくことが必要かと思っているところです。具体的に今ま

だそういった状況ですので、今後、今お話のあったことを含めて検討を進めるように努めてま

いりたいと思います。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 金経済部長。

○経済部長（金 章君） 総務部長から概括的な考え方を述べられましたけれども、私から研修

農場の考え方についてお話をさせていただきます。

現在、説明会等で受け入れ農家の部分について、何とか参加をしてもらえないかということ

でお願いをしているところであります。まずは体験で受け入れてもらって、そこから育成して

いくという形をとりたいというふうに考えておりますので、受け入れ農家で受け入れてもらう

母体をつくってもらって、そこで１年なり２年なり研修を受けた人たちが就農に向かって更に

ステップアップするための施設としてその研修農場を位置づけていきたいなというふうに思っ

ております。したがいまして、この３月末までに受け入れ農家の態勢をつくっていきますから、

そういった中で、それとあわせて今後、新年度に向けてはその研修農場のあり方について早急

に方向性を作成して整備に努めていきたいというふうに考えております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 個人的には今経済部長のおっしゃることはわからんわけじゃないんですけ

れども、私、全く逆だと思うんですね。研修施設を整備して、初歩的な農業研修、最初のスタ

ート、入り口から学んで、そして研修先、農業者が受け入れてくれれば、そこに入って学んだ

ことを生かしながら実践をしていくというのが本来でないかというふうに思うんですが、この

点、見解が違うんですけれども、どうでしょうか。

○副委員長（岡崎治夫君） 金経済部長。

○経済部長（金 章君） 就農の新規参入者の受け入れが活発に行われている地域に行きますと、

やはり当初は農業をやりたいということで来るんですが、その中で農家さんの中でいろいろな

研修を受けている中では、自分は農業に向かないだとか、そういった部分が直接的に生産現場

にいる中でわかって、早期に研修をやめて帰られるという方もいらっしゃるということなんで

すよね。まず農家さんが実体的にやられている部分について肌で感じていただいて、そして自

分が継続的に農業をやっていけるかどうかと自信を持った段階でそういった次のステップに行

くという部分が、他の市町村の例でいけば、そういった部分がうまくいっている例だというこ

とだったものですから、そういう部分を士別でも取り入れて進めていきたいなというふうに考
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えているところです。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 微妙に合わないんですね。言っていることはわかるんですけれども、そう

であれば、例えば初めて農業をやってみたいという方がいて、入り口から基本的な基礎を学び

たいという方は研修施設に入ってもらうと。すぐ実践をして農業で実践を学びたいという人は、

それは農業者に受け入れしてもらうというような仕組みをつくれば、それは本人の希望、ある

いはいろいろなカリキュラムを組む上でもそのほうが有効でないかと。偏るべきでないですね。

私も経済部長も偏った言い方しているんで申しわけないんだけれども、両立てでやったほうが

いいんでないですか。どうですかその辺。

○副委員長（岡崎治夫君） 金経済部長。

○経済部長（金 章君） 偏っているという言われ方をしているんですけれども、一応今までの

経過の中ではそういった形で検討を進めてきているということでありますけれども、この期間

の中でも、昨年富良野市が新たにそういう研修農場の整備を行って、今は体験者を数名受け入

れて農家体験を進めているということで、いずれそういった研修農場の中で育成をしていくと

いうことなんだろうと思うんですけれども、大西委員の入り口としていろいろな可能性を持っ

た方がいいんでないかというお話もいただきましたんで、そういった部分を含めて、農協だと

か普及センターだとか、そういった関係機関と協議をしていきたいというふうに考えておりま

す。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 最後に確認したいんですが、先ほどから出ている研修農場の整備事業、ど

こまで進んでいるか、これからのスケジュールも含めてお願いします。

○副委員長（岡崎治夫君） 井出経済部次長。

○経済部次長（井出俊博君） お答えいたします。

別の機会にもちょっとお話ししたような気もするんですが、今のところ、仮に想定を今して

おります旧多寄の学校の内部、その部分についてはどういうふうに研修農場として活用したら

いいのかというような部分につきましては、改修費用も改めて算定をさせていただきながら、

原案のところまでは来ておりますけれども、ただ先ほど部長からも話があったとおり、受け入

れをするためには各地域の居住環境ですとかそういったところもありますので、あわせて今年

度中にはできる限り方向性をはっきり出せるよう努力していきたいというふうに思っています。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 今年度中というのはあと２週間ということですか。

○副委員長（岡崎治夫君） 井出次長。

○経済部次長（井出俊博君） 失礼しました。28年度中ということで訂正いたします。すみません。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。
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○委員（大西 陽君） 以前から一般質問でも、農業を学べる環境をつくるべきだという質問をさ

せていただきました。そのとき初めて中多寄小学校が閉校になるということで、あそこの施設

については耐震化も完備しているということもあって、農業研修施設に生かしたいということ

で答弁をいただきました。そして、それ以降、何回質問しても同じ答え。全く進んでいないと

いう気がするんですよね。それはいろいろな事情があるんだと思いますし、いろいろな方の意

見もお聞きしているんだというふうに思いますけれども、先ほど申し上げたように、この創生

事業についてはＫＰＩを達成する上での手段としていろいろな施策を展開しているわけですよ

ね。そういう意味では、この５年間のうちにこの施設をやればいいということでなくて、早目

にやって５年のうちにできるだけその効果を上げようというのが本来の事業の姿だというふう

に思っているんですよ。ですから、今年度中というからもう少しで結論が出るんかなというふ

うに理解したんですが、28年度中というのはまだ28年も始まっていないのに、それはちょっと

ゆっくりしすぎるなという感がありますけれども、再度お伺いします。

○副委員長（岡崎治夫君） 金部長。

○経済部長（金 章君） 以前、中多寄小学校も一つの候補地として進めているということで、

そういった部分では農協だとか、あるいは農業委員会の委員さんだとか、そういった方々とこ

の受け入れ態勢の整備に向けていろいろな協議をさせていただいたときにも、そういった中多

寄地域がいいのかどうなのかというお話も出ている状況でもありますんで、そういった部分を

含めて検討をしなければならない。あるいは、それぞれ将来的に入っていく地域に育成をする

場所をつくったほうがいいんでないかとかという意見も、例えばそれが多寄地域だとか、上士

別地域だとか、そういったところで将来的に居抜きで入っていけるようなところで、身近で新

規就農者を育成していって、そこで定着を図っていったほうがいいんじゃないかだとか、いろ

いろな意見を聞いているんで、その部分についてちょっと整理をさせていただきながら、先ほ

ど話した受け入れ態勢の整備とあわせてそういった部分の一定の方向性が見られれば、受け入

れ農家の状況が見えてくれば、その部分とあわせてまた個別に受け入れ態勢と研修農場の整備

を検討していきたいというふうに考えておりまして、それが28年度、先ほど話したとおり、３

月までに受け入れ農家の態勢がおおよそ決まってきますので、新年度が明けたら研修体制につ

いても、カリキュラムと同時にきめ細かく新規就農者のニーズに応えられるような体制づくり

をしていきたいというふうに考えております。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 何回も同じことを繰り返しているようですけれども、いろいろな場面で、

あるいはいろいろな協議会でその皆さんの意見を聞いてそれを具体的に反映させていく、これ

は大事なことだと思うんです。その中で、中多寄小学校の跡地でいいのかという意見もあった

と。それは当然だろうと思うんですけれども、私がお伺いしているのは市の考え方はどうなん

ですかと言っているんで、その辺ちょっとお願いします。

○副委員長（岡崎治夫君） 相山副市長。
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○副市長（相山佳則君） 現在までの状況については、今、経済部長がお話ししたとおりでありま

す。以前から中多寄小学校というお話をしておりまして、中多寄小学校がその向かう方向とし

て候補地といいますか、そこが一つの大きな想定する地域であることは間違いありませんけれ

ども、今言ったように、そこを基本としながらも、いろいろな御意見等々をしっかりと伺って

いきながら、そういった施設をつくると、これから長きにわたって効果を果たしていかなきゃ

ならないという施設でもありますので、方向性を間違わないように、またそんなに時間をかけ

ればいいというものでもありませんので、早急に方向性が見出せるようなことをやっていきた

いというふうに考えます。

○副委員長（岡崎治夫君） 大西委員。

○委員（大西 陽君） 基幹産業は農業ですから、これだけ農業者が高齢化によって減少している

という傾向の中では、何とか新規就農者を増やしながら、この基幹産業農業を守っていきたい

という思いは私どもも同じでありますから、しっかりその辺議論をしながら、できるだけ早く

タイムリーな施策を打っていただけるようにお願いをして、私の質問を終わります。

○副委員長（岡崎治夫君） まだ総括質疑が続いておりますが、２時55分まで休憩をいたします。

────────────────────────────────────────

（午後 ２時２８分休憩）

（午後 ２時５５分再開）

────────────────────────────────────────

○副委員長（岡崎治夫君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

総括質疑を続行いたします。

谷 守委員。

○委員（谷 守君） それでは、通告に従いまして総括質疑をさせていただきます。

まず初めに、自分も議員になりまして、来月、４月でちょうど丸２年という形になります。

まだまだ行政用語、独特のものを理解していないところではありますけれども、できるだけ的

外れな質問にならないようにやっていきますので、ひとつ温かい柔軟な対応でお願いしたいと

思います。

今回私が通告いたしました中期財政フレーム、国民健康保険事業特別会計ということで、２

つ通告しました中身というのは、さきの午前中の井上委員、そして昨日の斉藤委員とダブると

ころもありますけれども、できるだけそのダブる部分は省きまして、それ以外の形でお聞きし

たいと思いますのでよろしくお願いいたします。

まず、１点目の質問であります。

（１）の財政調整基金云々につきましては十分出ましたので、（１）については省略したい

と思います。

公共施設マネジメント計画についてということでありますけれども、まず28年度予算書の中

で、財産管理費の普通財産環境整備事業443万5,000円、公共施設マネジメント計画策定事業
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1,178万5,000円となっておりますが、まずはこの内訳について御説明いただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 丸財政課主幹。

○財政課主幹（丸 徹也君） お答えいたします。

まず、平成28年度の予算で計上してございます普通財産環境整備事業についてでございます

が、こちらにつきましては東７条北８丁目の旧教職員住宅の解体工事として303万6,000円、そ

れから旧ふれあいセンターの解体延期に伴う措置といたしまして52万円、合わせて443万5,000

円を計上しているものでございます。

もう１点、公共施設マネジメント計画策定事業費1,178万5,000円の内容でございますが、こ

ちら、27、28年の２カ年事業の来年度は最終年を迎えるわけでございます。その最終年の経費

でございますが、実施する内容といたしましては、公共施設マネジメントの基本方針、更に基

本計画、それから公共施設等管理計画の策定を予定しているものでございます。

以上でございます。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） わかりました。

それでは、この士別市総合計画実施計画というこの３年分で出されているものがあると思う

んですけれども、この中では従来の実施計画、28年度の予定では、普通財産環境整備事業で

2,450万円程度の計画をしておりました。実態は今お聞きしました443万5,000円ということで、

2,000万円ほど少なくなっているという形になっておりますけれども、その少なくなった要因

というのを教えていただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 丸主幹。

○財政課主幹（丸 徹也君） お答えいたします。

まず、総合計画においてお示ししておりました2,450万円でございますが、こちらにつきま

しては、平成28年度の予定といたしましては、旧教職員住宅のほか、昨年度供用開始いたしま

した旧鍋島医院を改修いたしましたふれあいセンター、こちらが供用開始したことに伴いまし

て、東５条７丁目の旧ふれあいセンターの解体経費を予定したものでございます。そういった

部分を予定したんですけれども、実際、昨年の７月の大雨で再被災した於鬼頭橋が復旧を断念

したことから、廃橋せざるを得ない状況になりまして、廃止に伴う解体工事が急務となったこ

とから、事業調整をした中で於鬼頭橋廃橋工事を28年度としては優先したことにより減額とな

ったものでございます。

以上でございます。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） そうすると、これは29年度も解体計画として3,600万程度の予定を立てて

いるところですけれども、28年度についてはその分前倒しになったというか、先延ばしになっ

たというか、そういう形になったと思うんですけれども、この３年間の実施計画ということで、

それぞれ各年度によってその状況、予算状況等を考えながら変更していくものでないかなとい
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うふうに想像しているんですけれども、今後、少なくなった以上に来年もそういった計画はあ

るんですけれども、この点についてはどうなるか教えていただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 丸主幹。

○財政課主幹（丸 徹也君） お答えいたします。

今年度、当初予定していました旧ふれあいセンターの解体工事につきましては、現時点では

平成29年度に延期しまして実施する予定と考えております。当然29年度にも予定していた事業

はございますので、その部分につきましては順次変更するなど、計画を変更させていただきた

いと考えているところです。

以上でございます。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） わかりました。状況に応じて対応していくということなんでしょうけれど

も、それでは次の質問に移りたいと思うんですけれども、今後の展開についてちょっと確認し

たいと思うんですが、先ほど出ていました27年度の予算1,400万円の中で、先日説明いただき

ました公共施設白書の作成を見て、そしてそれをもとに28年度予算の中で1,100万円の予算の

中で公共施設マネジメント計画を策定していって、そして最終的に最上位計画である次期総合

計画に反映させていくものだろうというふうに想像できるんですけれども、またこの点につい

てはさきの全員協議会でもある程度触れられていましたけれども、そういうふうな形で想像は

つくんですけれども、この点について改めて今後の流れ等確認しておきたいと思いますので、

説明いただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 丸主幹。

○財政課主幹（丸 徹也君） お答えいたします。

まず、27年度につきましては、今月末までに公共施設白書の策定及び公表を順次行いたいと

考えております。28年度におきましては、６月までに市民検討委員会におきまして基本方針の

検討、策定をするとともに、市民アンケートを実施してまいりたいと考えております。その後、

市民アンケートの集計、分析後、直ちに基本計画素案の検討を始めまして、市民説明会を実施

してまいりたいと考えております。ここまでが28年の年内での作業として予定してございます。

年明け早々、パブリックコメントを実施させていただきまして、年度内での基本計画の策定を

目指すものと考えております。実際、詳細の内容につきましては、先日全員協議会のほうでも

御説明申し上げましたが、白書の概要の分析結果をもとに、現在、基本方針案の調整につきま

して鋭意作業のほうを行っているところでございます。今後、その中で策定される基本方針を

もとに、基本計画の記載内容、詳細について決定していくことになると思われますので、今後

また順次御説明申し上げたいと考えているところでございます。

以上でございます。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） ちょっと想像していた答えと若干違って戸惑っているところであるんです
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けれども、最終的に次期総合計画まで反映していくところ、この辺は恐らく公共施設マネジメ

ント計画、これが現状たくさんある公共施設の中で次々と更新期を迎える中、老朽化した今後

利用の見込みのない施設についても今後計画的に見直しなり解体なり、そういうものを行って

いくというのが公共施設マネジメント計画の本旨だと思いますけれども、自分としてはこのマ

ネジメント計画、最終的にでき上がるのを非常に楽しみにしております。というのは、この対

角にあるものが民間の空き家対策だというふうに考えております。解体費が過分にかかること

から、なかなか手が出せないでそのまま放置されている状況が続き、全国的な問題になってい

るところでありますけれども、一般的に新築については積極的に行動するということになりま

すけれども、もろに解体ということに係ると、過分に費用がかかることからなかなか手が出せ

ない、後ろ向きになってしまう、後回しになってしまうというような展開になると思います。

公共施設についても同様なことが言え、全国的な問題の空家対策特別措置法もできて、いよい

よそれに向かっていくさなかで、民間空き家についても対策を講じようとしたときに、可能性

として公共施設もまだそのまま放置されているものがあるといった場合には、なかなか市民に

ついても示しがつかないんじゃないかなというふうに想像がつくところから、この計画的な策

定、また計画というのは、非常にそういう意味から楽しみにしているというところであります

けれども、その点についてコメントいただければと思うんですが、よろしくお願いします。

○副委員長（岡崎治夫君） 中舘総務部次長。

○総務部次長（中舘佳嗣君） 公共施設マネジメント計画の考え方につきましては、谷委員お話し

のとおり、どう公有財産を有効に活用していくかということも非常に大きな観点になろうかと

思います。そういう意味では、遊休地については売却というような方針も当然あるでしょうし、

実際に使わなくなった施設の解体についても、どういった形で優先的にやっていくのがより効

率的で効果的かという部分も当然含まれてくるものと思います。そういった意味では、御指摘

のとおり、例えば解体については、その財源確保が非常に大きな課題ということが言えます。

本市におきましては、こういった財源対策として、過疎債のソフト分、これの活用を考えてお

りまして、そういう意味では、地方債は基本的には建設事業にしか充てられませんが、こうい

った特例的な財源を有効に活用するために、先ほど答弁申し上げましたように、例えば於鬼頭

橋の解体についても、この過疎計画の中に位置づけることで、有利な起債を使って解体をして

いくと。そういう意味では、過疎計画の中にもこの計画をきちっと位置づけて、その財源も確

保しながら計画的に進めていくというふうに考えておりますので、最終的に次期総合計画、平

成30年からスタートします。マネジメント計画が平成28年度で完成した後に、具体的な施設の

再編計画をその次期総合計画スタートまでに具体的な議論を進めて、きちっと総合計画の中に

位置づけていくということで今後進めてまいる考えです。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） それでは、次に新地方公会計制度についてお聞きしたいと思っております。

私は、長く民間の企業会計に幾分か触れていたせいか、公会計についてはなかなかなじめな
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いというところがあるんですが、そんな中、政府は各自治体に、財務情報のわかりやすい開示

を目指し、新地方公会計制度の推進に向けて統一的な基準による財務諸表の作成を要請してい

るようであります。これによって、固定資産台帳の整備がされる中で公共施設マネジメント計

画にも活用可能になってくると考えますので、今回あえてお伺いするものでありますが、本市

においては、もう既に他市に先駆けまして平成25年度まで基準モデルでの作成を行っていると

ころでありますけれども、この新公会計制度の今後の一連の流れ、わかる範囲でよろしいです

けれども、お知らせいただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 樫木財政課主査。

○財政課主査（樫木孝士君） お答えします。

本市においては、ストック情報やフルコスト分析は財政運営にとって必要なものと捉えてお

りまして、財政の適正化を図るのに有効な資料であると考え、平成20年度の決算から地方公会

計制度に基づき財務諸表の作成を行っております。平成22年度決算からは、より会計基準に準

拠するために基準モデルに変更し、谷委員お話しのとおり、平成25年度までこの基準モデルで

の作成を行ってきました。

そこで、今後の一連の流れについてでありますが、総務省は27年１月に統一的な基準による

地方公会計マニュアルを示し、同時に総務大臣名で、統一的な基準による財務書類等を原則と

して27年度から29年度までの３カ年で全ての地方公共団体において作成するよう要請しました。

本市では、これまで基準モデルを採用していたことから、大きな変更なく移行が可能と判断し、

26年度決算から移行する方向で事務を進めてきたところであり、現在、最終調整中であります。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） ありがとうございます。調整中ということでありますけれども、スムーズ

な処理をお願いしたいと思います。

この件については詳しいことには突っ込むつもりもありませんけれども、この部分の最後の

まとめということでお話ししたいと思うんですが、先ほどの話と繰り返しにはなろうかと思い

ますけれども、先ほどの公共施設マネジメント計画を策定する上での先日お示しいただいた公

共施設白書、これによると、公共建築物、木造40年、鉄筋が60年という償却年数ということで

判断しております。民間、一般の企業会計では、例えば木造については耐用年数24年とかとい

う形で会計処理をしているわけですけれども、ここで実態としてやっぱり少しここで考え方に

乖離が出てくるんじゃないかというふうに、自分自身はそう思っております。もちろん建物に

よっては保存状況、また用途、使い勝手、あと使用方法や何かによっても随分違ってくるもの

だと思っておりますし、また当然公共施設については大事に使っていくんではないかというふ

うに想像はつくと思うんですけれども、一方、先ほど言いましたように、企業会計の中では木

造の償却年限は24年ということで、それよりも長く見るという展開の中では、実態としては少

し厳しいものがあるんじゃないかなというふうには想像つきます。これは自分の思いでありま
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すけれども。ただ、そんな形の中で、いろいろ解体計画等も予算の関係でずれが生じていると

ころではありますけれども、よりこれも計画的に行っていかなければ、やはり最終的にしわ寄

せがかかってきて、また現在の財政状況の中でどんどんどんどん厳しくなるんじゃないかとい

うふうに、自分はそう思います。その中で、この公共施設マネジメント計画の総体の中でも、

計画的な実行性のある計画にしてもらうことを要望しまして、この項目についての質問は終わ

りたいと思います。

それでは、２点目ということで、国民健康保険事業特別会計についてということであります。

これも昨日斉藤委員が質問されていましたので、私のほうは、きのうなかった中を寄り添っ

て質問していきたいなと思っております。

国民健康保険は、国民皆保険制度の最後のとりでとして、低所得者、高齢者、年金生活者な

どのセーフティーネットの役割を果たしているところであります。本市では、この国保に市民

の約３分の１が加入しており、その安定的な運営は今後の大きな課題であると思います。国の

医療保険制度改革の中では、国保については平成30年度から運営主体を市町村から都道府県へ

と移行するとしており、保険料の算定方法など今後の動きに注視していかなければならないと

ころであります。

そんな中、本市の国保会計は、平成25年度、2,200万円の赤字を出し、26年から28年度まで

の３カ年で健全化を図るとしており、都道府県化に向け円滑に移行できる体制を整える必要性

があることから、これから何点か質問をしていきたいと思っております。

まず、28年度予算書の中で4,700万、これは歳入欠陥補填収入という勘定科目で帳尻を合わ

せている形になるんですけれども、この収支不足となっている要因について、まず教えていた

だきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 岡田市民課主幹。

○市民課主幹（岡田詔彦君） お答えいたします。

28年度予算における収支不足についての要因でありますけれども、人口の減少とともに被保

険者数が減少しているため、国保税収が年々減収してきております。また、全体の医療費が減

少しているものの、医療の高度化などによりまして１人当たり医療費が増加している状況であ

り、これらが大きな要因となっていると思われます。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） わかりました。

それでは、先ほどちらっと触れました３年間の健全化計画、これは昨年の代表者会議資料と

いうことで手元にあったんですけれども、初年度となる26年度においては、収支不足となる２

分の１相当額を税率改定による税収増とし、残り２分の１は一般会計からの繰り入れにするん

ですよと。27年度においても、同じく税率改定による増収分と一般会計繰り入れで２分の１ず

つとして、そして来期、28年度においては、税額増収分について全て補うんですよという、こ
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れが計画の中であったわけでありますけれども、これがこの当初予定していた被保険者の負担

と、また一般会計からの繰り入れの割合、こういう最初の予定はあったんですけれども、それ

と実際の割合はどうなったのか、割合の中でお示しいただければと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 岡田主幹。

○市民課主幹（岡田詔彦君） お答えいたします。

26年度当初の計画におきましては、一般会計繰り入れが２年間の合計で１億3,500万円、税

収増は被保険者が３年間で負担する総額が４億500万円で、３年間の累計による負担割合は、

一般会計が25％、税収増が75％で見込んでいたところです。

現在までの実績及び今後の見込みでは、26年度は税収増が8,500万円となりましたが、医療

費の伸びが見込みより少なかったことによりまして収支が改善いたしまして、一般会計繰入金

は1,500万円となったところであります。

27年度につきましては、決算見込みでありますけれども、税収増が3,000万円、収支不足と

なります一般会計繰入金が同額の3,000万円という見込みでおります。

28年度につきましては、予算上でありますけれども、収支不足が4,700万円ということで、

全額を税収増とするため、３年間の総額になりますけれども、一般会計は4,500万円、税収増

の部分は３億6,200万円となりまして、ともに計画の金額からは減少しており、その負担割合

は一般会計が11％、税収増が89％になると見込んでおります。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） わかりました。ありがとうございます。

結局、25％と75％の比率で考えたものが、いろいろな要素によって、それが11％と89％にな

ったということでありますね。

それで、そんな形の中で、結果的にやはり計画はしたものの、大部分が被保険者の負担で賄

われているという結果になっていると思いますけれども、そこには国保の加入者には低所得者

も多いことから、かなりの負担になっていないかということで想像するところでありますけれ

ども、何か平成26年、平成27年の中で低所得者への軽減措置、これが拡大されたようでありま

すけれども、そこの低所得者の26年度から27年、まあ28年はまだやっていないですから、この

２年間での税率改正影響額はどれぐらいなのか、幾ら負担増になったのか、モデルケースでも

わかりましたら教えていただきたいなと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 竹中市民課主査。

○市民課主査（竹中 満君） お答えします。

27年度２月末では、７割軽減が1,246世帯、５割軽減が586世帯、２割軽減が377世帯で、軽

減の１世帯当たりの金額は５万3,482円となります。税率改定による影響額は、所得が33万円

以下の７割軽減該当の１人世帯では２年間で7,200円の増、所得が100万円で５割軽減該当の３

人世帯では４万6,700円の増、所得が200万円で２割軽減該当の４人世帯では、２年間で10万
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3,100円の増となります。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） わかりました。ありがとうございます。

ついでですから、次に、この税制改正で一番影響が大きい階層というのは軽減を受けない中

間層だと思いますけれども、この軽減を受けない被保険者、２年間でおよそ幾ら負担増になっ

たのか、今の展開の形で御説明いただければと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 竹中主査。

○市民課主査（竹中 満君） お答えします。

一番影響が大きい階層は、低所得者軽減や限度超過の対象とならない中間層の世帯であると

考えます。軽減を受けない世帯の負担増は、所得が150万円の２人世帯で、２年間で７万7,700

円の増、所得が250万円の４人世帯では、２年間で13万1,700円の増となっております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） わかりました。

それでは、できるだけ税負担がないようにというか、収納率、昨日も斉藤委員から話が出て

おりましたけれども、滞納者への納税相談、また短期証の取り扱い、また特定健診の受診率に

ついては、きのうあったようにそれぞれ推進しているようでありますけれども、もう一つ、こ

の医療費を抑制する方法として、特定健診後の保健指導ですとか、また病院にかかった後の今

はやりのジェネリック医薬品だとか、その辺の周知推進、この辺もかかわってくると思います

ので、この辺はどういうふうに対応しているのか、わかれば教えていただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 岡田主幹。

○市民課主幹（岡田詔彦君） お答えいたします。

特定健診の結果に基づきまして、保健指導が必要な方には市の保健師による指導を行ってお

りますけれども、特定保健指導の26年度実施率は58.5％と、前年を7.6ポイント下回る結果と

なっております。24年度、25年度につきましては、いずれも60％を超える高い実施率で、全道

の市の中でも高い率を維持している状況であります。今後におきましてもきめ細かな対応を心

がけまして、効果的な保健指導に当たっていきたいと考えております。

次に、ジェネリック医薬品の周知促進についてでありますけれども、ジェネリック医薬品希

望カードやパンフレットを医療費通知送付時に同封し配布してきているほか、広報紙やホーム

ページへの掲載を行いまして広く周知を図っております。また、ジェネリック医薬品差額通知

書を配布しまして、本人の負担の軽減を初め、医療費の抑制に努めているところであります。

26年度末現在の本市のジェネリック医薬品の使用割合は約70％と高い数値にありまして、全

道の市の中でも３番目に位置しておりまして、今後につきましても周知促進を図りまして医療

費の抑制に努めてまいりたいと考えております。



－113－

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） ありがとうございます。

それでは、次に都道府県化に向けてということでありますけれども、今の段階で把握してい

る保険料の算定方法や本市の役割等、わかる範囲でよろしいですので御説明いただきたいと思

います。

○副委員長（岡崎治夫君） 岡田主幹。

○市民課主幹（岡田詔彦君） お答えいたします。

保険料の算定方法についてでありますけれども、まず都道府県は、都道府県内の保険給付費

の推計のもとに市町村ごとの納付金額というのを決定いたします。納付金額の算出に当たりま

しては、市町村ごとに年齢構成や医療費水準、所得水準を考慮して決定することとなっており

ます。市町村は、納付金を支払うため、都道府県から示されました標準保険料率を参考にしま

して、収納率を考慮しながらそれぞれの保険料率を定めて保険料を賦課徴収し、納付金を納め

るということになります。

本市の役割につきましては、地域住民と身近な関係の中、これまでどおり被保険者の資格管

理、保険料率の設定、賦課徴収、保険給付、保健事業などを行ってまいります。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） それでは、現在の保険料と比較してどうなるのか、わかるかわからないか

わからないですけれども、わかればお知らせいただきたいと思うんですが、それが相当負担増

となった場合には、緩和措置だとかそういったものがあるのかどうか、その点についてもお聞

きしたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 佐藤市民課長。

○市民課長（佐藤義弘君） お答えいたします。

保険料につきましては、都道府県から示されます納付金額から、必要な保険料が幾らになる

かを算出して税率等を設定していくことになります。そういったことで、現時点では現在の税

率がはっきりしないということで、現在の保険料との比較というのはできない状況にあります。

しかし、国による市町村国保の抜本的な改革によりまして1,700億円の公費が追加され、30年

度から毎年3,400億円の公費が投入されることになっておりまして、被保険者１人当たりの約

１万円の財政改善効果が見込まれておりますことから、保険税の伸びについてはある程度抑制、

軽減されると見込んでいるところです。

そのほか、保険料の負担緩和につきましては、先ほどお答えしました納付金額の算定に当た

りまして、医療費水準の高さの要因が高齢者の割合が多いことによる場合には、年齢構成の差

異を調整した医療費水準が用いられたり、被保険者が少ない市町村におきましては、毎年の医

療費が増減することになりますので、医療費水準を単年度の実績だけでなく複数年の平均を使
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用することで平準化して急激な引き上げが起こりにくい仕組みにするなど、急激な負担増を回

避する措置がとられる見込みになっているところです。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） ありがとうございます。

今の説明のとおり、結局医療費水準や、もしくは保険料の収納率、こういったものがそれぞ

れ影響してくると思うんですが、本市の場合に、昨日から話が出ていますけれども、収納率、

また特定健診受診率、これも高いようでありますけれども、この点については反映されるのか

どうか、それをちょっと確認したいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 佐藤課長。

○市民課長（佐藤義弘君） お答えいたします。

現在、国では、医療費の適正化へ向けた取り組みや国保が抱える課題への対応など、努力を

行う保険者に対して支援を行います保険者努力支援制度を創設する予定となっております。詳

細につきましてはまだ示されておりませんけれども、取り組みの具体的な内容につきましては、

特定健診、保健指導等の実施状況やジェネリック医薬品の使用割合、それと収納率向上の状況

などが現在検討されているところでございます。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） わかりました。ありがとうございます。

それじゃ、最後の核心部分についてお聞きしたいと思うんですけれども、まあちょっと大げ

さですけれどもね。そういった形で、28年度が終わって、29年度以降についても、基本的に公

費負担以外は増税分で賄っていくということであると思います。昨今の経済状況から、市民の

負担は相当増えてきているということで、国保税も年々上がっていき、市民の方からも生活が

苦しいという話もよく聞くところであります。

そんな中で、地域医療の確保のために市立病院には10億円規模の繰り出し、また他の特別会

計でも実質的な収支分を一般会計から繰り入れし、収支尻を合わせている特別会計も中にはあ

る状況であります。もちろん市立病院については、市民全員の医療確保のため、市民の３分の

１を占める国保会計とはおのずとその使命は違うところはあるんですけれども、先ほど前半部

分にありました負担割合ですね、当初25％、75％で設定したものが、いいように答えが出たの

か、それが双方とも負担が減って11％、89％になった。しかしながら、当初から予定していた

計画よりも、市民負担というのは、税負担は増えているという形になろうかと思います。

そんな中で、27年度についてはこれからということになると思うんですが、かつて使ってい

た基金、この辺についても出し入れをしながら調整してきたと思うんですけれども、私はそん

な中で、当初から予定していた分、市の繰り入れ分については、少なかったことにはこしたこ

とはないと思うんですけれども、せめて当初予定した分は今後の国保の安定的な運営の見地か
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ら、幾らかでも基金を持って蓄えていくべきというふうに考えているところでありますけれど

も、その点についてどう考えておられるかお答えいただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 法邑市民部長。

○市民部長（法邑和浩君） 国保の安定的な運営に向けて、基金を持ってはというようなお話であ

りました。現在、国保特別会計につきましては、健全化を進めているところであります。29年

度以降におきましても、被保険者の数が減少すると。そして、一方においては医療費が増加し

ているというような傾向については恐らく変わらないであるというふうに思っております。そ

うしますと、当然そのままの税率でいくと収支不足なども発生が見込まれるというところであ

ります。また、30年からは運営主体、これが都道府県のほうに移行するわけですけれども、そ

のときにも、道のほうから納付金が示されるわけですけれども、その額についても今のところ

は不透明な部分があるという状況であります。更には、特別会計、国保の会計としては、本来

あればいいと言われております予備費についても、今現在は財源不足の関係から組めないよう

な状況にもあるところであります。

そうしますと、いろいろなそういったことを考慮しますと、やはり今後の安定的な運営のた

めには一定の基金も必要とされるところではございますけれども、そうしたことにつきまして

は、国保会計の27年度はまだ決算締まっておりませんけれども、そういった決算状況、あるい

は28年の見込み、そうしたものを踏まえながら、更には都道府県化に向けてのいろいろな情報

収集に努めながら、総合的に判断をしてまいりたいというふうに考えております。

○副委員長（岡崎治夫君） 谷委員。

○委員（谷 守君） それでは、何回も繰り返しになりますけれども、市民負担が増加しないよ

うに、今後の都道府県化に向けて安定的な運営をしていただけるようにお願いしまして、私の

質問を終わります。どうもありがとうございました。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上緑一委員。

○委員（村上緑一君） それでは、予算審査に当たり、総括質疑を行いたいと思います。

私はきょう、総括質疑者最後、一般質問でも最後という、２回にわたって最後というなかな

かない日なんですけれども、本当に皆さん最後まで質問を聞いていただきたいと思います。

それでは、最初に敬老バス乗車証交付事業について伺いたいと思います。

説明書の12ページにありますけれども、この事業は74歳以上の高齢者にバスの無料乗車証を

交付し、高齢者が外出することを支援する事業です。そこでお聞きします。このバスの無料乗

車証はいつから行われて、また近年の高齢者の交付状況についてお伺いしたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 阿部介護保険課主幹。

○介護保険課主幹（阿部 淳君） お答えいたします。

敬老バス乗車証交付事業の交付者数の状況についてでありますが、各過去５年間、毎年３月

末時点での登録者数なんですが、平成23年度、2,195人、平成24年度、2,214人、平成25年度、

2,250人、平成26年度は2,695人、平成27年度、これは３月１日現在ですが2,740人となってお
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ります。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） 今のお答えの中で、平成３年から長い間高齢者の外出支援が行われていま

す。また、御説明のあった乗車証交付状況の中では、平成23年には2,195名、平成27年には

2,740名の交付状況の中で、500名以上の交付が増え、本当に士別市の高齢化が進んでいるとい

うのがわかります。

その中で、敬老バスに当たっての利用状況などわかればお願いしたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 阿部主幹。

○介護保険課主幹（阿部 淳君） お答えいたします。

敬老バスにおける利用状況についてでありますが、乗車回数でお答えさせていただきたいと

思います。

平成26年度の実績については、全市全路線の合計で約10万5,000回、平成27年度は10万7,000

回と見込んでいるところです。路線ごとに見ますと、市内バスによる乗車回数が伸びており、

朝日、温根別、武徳方面が若干ではありますが減少傾向となっているところです。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） 今の話によると、本当に市内のバス事情で、高齢化の流れの中で高齢者が

バスを利用している、また在のほうの地域では減ってきているという現状の中ですけれども、

市内のバスの路線を見ますと、外回り循環（通年運行）、内回り循環（冬期運行、11月から４

月）、東西回り循環（冬期運行、11月から３月）、こういう３つの路線になっております。通

年運行は東路線にはありますが、西路線には通年運行はないんですよね。そういう流れの中で、

前回、バスの運行の中で西回りの通年運行を試験的にやられたとお聞きしておりますけれども、

それが何で、どういう流れで中止になったのか、また試験運行実績も含めてお願いしたいと思

います。

○副委員長（岡崎治夫君） 大橋企画課主幹。

○企画課主幹（大橋雅民君） お答えいたします。

市内バスの運行状況につきましては、通年運行している外回り路線、冬期間のみ運行してい

る内回り、それから東西回り、それの計３路線を運行しているところでありますけれども、全

て士別軌道が運行しているというような路線になっております。

そこで、平成23年になりますけれども、東西回りで通年実証運行を行いました。これについ

ては、士別地域公共交通活性化協議会と交通事業者が国の補助金を活用する中で実施したもの

でありますけれども、具体的な実証運行の運行方法といたしましては、１日16便の冬期運行を

１日９便に減便する中で、通年で実証の運行を行ったところであります。

試験の結果といたしましては、実証運行前の平成22年11月から翌年３月までの冬期間のみの
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総乗車人数については１万5,000人、実証運行の平成23年４月から翌年３月までの１年間の総

乗車人数については１万5,000人と変わらなかったという結果になっていますけれども、月の

平均で見ますと、実証運行前の22年11月から翌年３月までの冬期間の月平均の乗車人数は

3,064人、１年間通年で実証運行したときの乗車人数の月平均は1,278人ということで、月平均

で見ますと1,785人減少したという結果になっております。参考までに、実証運行した１年間

の夏の期間で見ますと月平均960人、冬の期間でいきますと月平均1,723人の乗車があったとこ

ろであります。

続きまして、費用といたしましては、16便冬期間運行したときは530万円、９便に減便しま

して通年運行したときの費用は730万円、通年運行により運行距離が延長したことによりまし

て、費用が約200万円増えたという結果になっています。

実証運行を行った結果、通年運行をやめた理由といたしましては、冬期間のみの16便運行と

通年の９便運行を比較しますと、利用者はほぼ同じであるものの、赤字額が200万円増える形

となったと。それと、減便してでも通年運行してほしいという利用者の声はあったものの、経

費に見合った利用がない状況にありまして、士別軌道や、それから公共交通活性化協議会とも

協議をする中で、通年での運行継続は断念せざるを得なかったという結果になっております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） ありがとうございます。

西回りの運行では夏場の利用が少なくて、最終的に200万円ほど欠損が出るというか、多く

なったというかね。そういう流れで、ちょっと手元の資料にありますけれども、データの中を

見ますと、観月地区、駅南地区の世帯員と同居していない高齢者、これは息子さん、娘さんが

いないということですね。高齢者、65歳以上の人口ですが、平成24年に観月地区218人、平成

27年には280人で、高齢者が62人増えています。次に、駅南地区では、24年に154人、平成27年

には181人で、27人多くなってきているんですよね。これ、観月、駅南合わせてこの４年間で

89人の同居していない高齢者が増えているという結果が出ているんですけれども、これのデー

タについてどういうふうに分析されているでしょうか。

○副委員長（岡崎治夫君） 青木企画課長。

○企画課長（青木伸裕君） 高齢者人口が観月地区、駅南地区で増えているといった状況でありま

す。このことにつきましては、まず試験運行、実証運行から４年を経過しているといったこと

もありますので、かなり当時との状況は変わってきているかなとは思っております。その地区

以外にも、全市的に60歳以上の高齢化率も上がっているといった状況にあり、平成24年に

33.6％でありました高齢化率が、平成26年度では35％を超えるといった状況にあるといったこ

ともありますので、当時の23年とはかなり状況は違うという認識は持ってございます。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。
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○委員（村上緑一君） 本当にこの４年間で高齢化率が上がり、高齢者の多い世帯が増えたという

ことで、今後、課題なんですけれども、まだ今後、高齢化が進む中で、この西回りの運行が必

要だと思います。地域の公共交通の充実をすることにより、通勤、通学、買い物、病院などへ

利用しやすくすることによって、高齢者、障害者の外出支援につながると思います。今後、西

の交通格差をなくして、通年運行を協議、検討するべきだと私は思うんですけれども、どうで

しょうか。

○副委員長（岡崎治夫君） 青木課長。

○企画課長（青木伸裕君） お答えいたします。

高齢者が増える中、また障害者等に対する優しいまちづくりが当然必要だといったところで、

公共の交通機関の運行につきましても十分意を配して取り組む必要があると考えております。

そのような中、23年度の実証運行では、先ほど申しましたかなり経費の部分であったり、便数

が減るといった部分もありますので、今すぐに再度実証試験などを行う中で更に進めるといっ

たところは、今現状においてはかなり難しいものと考えておりますが、そのような中、地域の

情勢も日々変わってございます。そういったことも配慮しながら、今後も公共交通活性化協議

会での意見、または地域の声を集めながら、公共交通事業者とも十分協議を進める中で、市民

の足を守ることを念頭に、効果的、効率的な運行に向けて引き続き検討、協議を進めたいと思

っております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） ぜひ検討、協議の中で、高齢化に対して、また観月、駅南の関係で、地域

の意向を聞きながら進めていただきたいと思います。

これの質問について終わります。

続きまして、水郷公園整備事業について伺います。

これまで、市民検討会議により水郷公園の整備計画が行われ、多くの市民の方々も整備事業

に参加され、私も池のごみ集めとか桜の植樹を手伝わせていただきました。本当に市民ぐるみ

での整備を行ってきたと思います。その中で、今年度の事業と次年度への計画事業費２億円ほ

どについて、計画についての具体的な中身の説明を求めます。

○副委員長（岡崎治夫君） 鈴村土木管理課主査。

○土木管理課主査（鈴村 章君） お答えいたします。

今年度のつくも水郷公園整備の事業といたしまして、６月に市民及びつくも水郷公園再整備

市民検討会議の委員の皆様に参加いただき、植樹会としてエゾヤマザクラを植樹いたしました。

また、８月には、池の清掃大作戦として、公園内の池の清掃など市民のボランティアをいただ

きながら、４トントラック２台分の清掃を行っております。このように、多くの市民に参加い

ただく中、再整備のスタートを切ったところでございます。

本年度及び次年度の事業の内容といたしまして、本年度は平成26年度に策定いたしました基
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本計画に基づく実施設計業務委託、公園内の池の水質浄化を図るよう天塩川から取水するため

の水利権申請書作成業務を行っております。

工事におきましては、公園施設長寿命化事業により点検した結果、老朽化により対策が必要

と判定されたブランコ及びフェンスの更新、池の水質改善を図るための汚泥搬出、来園者が安

全に園内を利用いただけるよう、枯損木、老木の伐採をいたしております。伐採しました木の

根や枝については、大部分を破砕機により破砕しチップ化し、今後、ランニングコースの基盤

材や樹木の防草材及び肥料に活用するよう検討しており、公園内にあるものをリサイクルする

など創意工夫を行い、自然環境に配慮した整備を考えております。

平成28年度の主な整備内容につきましては、再整備のシンボルとなるつくもビーチについて

整備をいたします。また、平成27年度と同様に、公園施設長寿命化事業の点検結果による遊具

施設の更新及び園路等の施設について工事を行うこととしております。

このほかには、新設となるアスレチック遊具等の整備、キャンプ場、パークゴルフ場がある

公園西側の園路の整備を行うとともに、パークゴルフ場につきましては既存のコースを最大限

活用し、コースに広がりを持たすとともに、傷んだ芝の整備をいたします。

このほかに、公園北側に設置されている蒸気機関車について、劣化が激しく塗装が必要であ

ることから、平成27年同様に市民ボランティアの協力を呼びかけ、市民に参画いただきながら

塗装するよう計画しております。

以上でございます。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） 今の説明の中に、公園の水についてありましたけれども、これは天塩川の

水を使えるとお聞きしていますが、天塩川の水利権など、きっと難題が多かったと思うんです

けれども、水の利用に関してどこまで進んでいるのか、説明をお願いしたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 五十嵐土木管理課長。

○土木管理課長（五十嵐 智君） お答えいたします。

水利権の進捗状況についてでありますが、昨年の７月から水利権取得に向けて取り組んでい

るところでございます。そして、現在、河川管理者である北海道開発局を初め、農業用水水利

権を所有し、また土地改良施設を管理している天塩川土地改良区、工業用水水利権を所有して

いる日本甜菜製糖株式会社士別製糖所などの関係機関との最終協議に入っており、協議が整い

次第、本申請を予定しています。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） 次に、公園の特色について伺います。

水郷公園の再編整備のメーンテーマとして、水と緑の自然環境を活かしながらということが

掲げられていますが、今回、天塩川の水が利用できれば、本市で進めている天塩岳・天塩川魅

力発信プロジェクトの中でも、天塩川の水を再利活用している公園として新たな特色のある発

信につながるんではないかと私は思うんですよね。そういった考えなどもあるかどうか、ちょ
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っと伺いたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 沼田建設水道部長。

○建設水道部長（沼田浩光君） お答えします。

私から、水利権の取得の関係について少し詳しくお答えをさせてもらいながら、これからの

特色というところについても触れさせていただきたいと思います。

26年の第３回定例会で国忠議員の一般質問、そして昨年この予算委員会で岡崎委員の総括質

疑で、水郷公園の水の浄化は非常に市民もその願いが強いところであると。そこで、せっかく

天塩川がそばにあるのだから、水利権の申請をしてみてはという御質問を頂戴しました。そう

した中で、私は非常にこの水利権の申請に当たってはハードルが高いといった答弁をさせても

らったところであります。

しかしながら、こうした再整備に当たって、実際この基本コンセプトとして、自然を最大限

に生かしたつくも水郷公園の再整備と、これを維持管理するに当たっては、極力電力などそう

いったものを用いないで自然の水の力で浄化を図りたい、そんなこともありました。また、こ

の市民アンケートや市民検討会議の中でも、水の浄化というのは一番の市民の要望でもありま

した。そうした中で、昨年５月に開発局に御相談申し上げて、非常に難しいですよと言われな

がらも熱心な御指導を賜りまして、先ほど担当課長からお答えしたとおり、今最終の調整に来

ております。

これは各市町村がいろいろチャレンジをして、なかなか実現していないことでありますけれ

ども、本市の場合、このつくも水郷公園が旧天塩川の河川敷地を有効活用しているといったこ

と、それから供用開始から45年ぶりの再整備に当たって、天塩岳・天塩川の魅力発信プロジェ

クトの一環として取り組んでいるといったこの熱意、それから市民アンケートや市民検討会議

を開催して市民参画をといった点を評価してもらいながら、今一生懸命取り組んできていると

ころであります。しかしながら、ここに来て、最終の場に来て、改めてハードルが高いという

ことを今痛感しているところであります。しかしながら、せっかく最終のところまで来ていま

すから、諦めることなく、水利権取得できるまでしっかりと取り組んでいきます。

ですから、今、委員からお話ありました、この新たな特色としてのＰＲについては、今正式

な水利権の取得前の段階でありますが、いずれにしても現在の公園内の池の水については、こ

れは天塩川の旧河川から少しずつ湧き出る湧水を活用しております。その量が少ないために、

なかなか透明度がとれないといった現状があります。こうした観点から、再整備後においても、

特に天塩川の恵みと士別市の関係、そしてつくも水郷公園の関連性を特色として広くＰＲして

まいりたいという考えでいます。また、現在も少しずつオーバーフローする水は天塩川にお返

しをしております。ですから、毎年この天塩川のクリーンアップ大作戦には約300人の市民が

出てくれて、川の清掃もしてもらっているところでありますけれども、改めてこの水利権が取

得できた際にも、市民の皆さんにもやはり利用者マナーをしっかりと訴えていきたいというふ

うに考えています。
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以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） 水利権については本当に難題が多いと思います。その中では、私も農業で

水を使っている中で、本当に稲には５月、６月、７月と、一応９月近くまでありますけれども、

そういう流れで水の量が決められる、そういう難題もありますんで、今後とも積極的に動いて

いただきたい、本当にこの特色ある水郷公園にしていただきたいと思います。

続いて、水郷公園の整備事業費について伺います。

今年度、整備事業費約8,000万円のうち、交付金対象である工事費2,300万円の実施を当初見

込んでいたかと思いますが、昨年の第２回定例会において、井上議員から補助金などの減額の

影響についての質問で、交付金が28.67％の少ない配分であったという回答でありました。そ

の上で、実態を聞くと、交付金対象の工事費約290万円であり、単独費の工事費を含めると約

3,000万円の実施と聞いております。そこで、現段階での交付金について、当初とどのように

変わってきているのか、また次年度の工事費と約２億円の計画で、今後と足すと約２億3,000

万円となり、計画では総事業費３億5,000万円、事業期間３年間で29年度完成と近づいている

ことから、この事業が計画どおりに行われるのか説明を求めたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 土田土木管理課主幹。

○土木管理課主幹（土田 実君） お答えいたします。

現段階と当初との交付金の変化についてお答えいたします。

本事業整備で活用している交付金は、当初から社会資本整備交付金事業内の公園施設長寿命

化対策支援事業ですが、交付金事業項目において変化はないところでありますが、交付金金額

において変化があります。当初、平成25年に計画した交付金対象とする工事内容は、公園施設

長寿命化計画に基づく遊具施設整備を対象とした工事費約7,090万円を試算し、２分の１に当

たる3,545万円の交付金を想定していましたが、今年度、交付金の低配分になったこともあり、

再度北海道に、市民の取り組みの成果である市民検討会議の提言書をもとに作成した整備基本

計画を説明するなどの協議を繰り返ししたことによって新たな項目の掘り起こしにつながり、

当初より約5,000万円の交付金の増額を見込むことができました。

続きまして、現段階の総工事費についてですが、ここ数年の労務費や資材の高騰と、昨年改

定された積算基準の経費率上昇により、現段階において当初平成25年度に計画した総工事費３

億5,000万円より膨らむ状況にあると試算しており、そのため、費用の削減のために、さきに

お答えしました自然環境に配慮して伐採木をチップ化し再利用することで廃材の削減を行った

ことや、つくも水郷公園整備市民検討会議において、市民みずからのボランティア参加を呼び

かけ、お金をかけずにという御提案をいただいたこともあり、市民参加ボランティアによる桜

の木の植樹や池の清掃の御協力をいただき実施してまいりました。今後においても、あらゆる

面で創意工夫し、工事費の縮減を図るなど、当初事業予算の範囲内で満足いただける再整備と

なるよう努めます。
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続きまして、現段階の整備期間３カ年の工事費の計画についてお答えいたします。

整備初年度である今年度の実績は、さきにお答えしたとおり、交付金の配分が少なくなった

ことから、工事費約3,000万円の実施にとどまりました。次年度の計画は、今年度の実施が行

えなかった整備費用を含め、工事費を約２億円で計画し、完成年度の29年度は残り約１億

2,000万円になりますが、28年度の交付金の配分状況によりまして、28年度に行えなかった整

備費を上乗せすることになります。

以上でございます。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） 本当に交付金はいろいろ努力して増えた、その中でまた労務費等の上昇の

中でということなんですけれども、今後いろいろな事業費がかかると思うんですけれども、そ

ういう努力の中で頑張っていただきたいんですけれども、また別な考え方もあるということな

んですけれども、事業費の考え方ですが、水郷公園の市民参加型の事業で、今後、資金調達に

当たってはミニ公募債を利用してはどうでしょうか。

このミニ公募債は、自治体が市民、団体などに事業費の一部を公募し、資金調達に賛同いた

だき、また市民が事業への思いを高め、市民と行政が一体となったまちづくりができると思い

ます。事業としては、福島復興として40億、群馬の愛県債として10億、北海道でもタンチョウ

債、千歳命名200年記念債、帯広市のミニ公募債など多くあります。自治体では、公共施設の

学校の整備事業、道路改良事業、庁舎整備事業、公園整備事業などに使われております。こう

いう市民とともに地域力を高めるミニ公募債というやり方もあるんですよね。そういった考え

についてお聞きしたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 沼田部長。

○建設水道部長（沼田浩光君） 私のほうから、先ほどの水郷公園の今後、全体３カ年の計画の中

で、この事業予算が非常に張りつき悪い中でやり切れるのかといった御質問に答弁漏れがあり

ましたので、答弁させていただきます。

社会資本整備交付金の関係については、本日午前中の井上委員の御質問にも、非常に今後に

おいても厳しい状況が続くようであるというふうな答弁をさせていただきました。そして、そ

んな状況の中にあって、やはりこの３年間という思い、私どももそうですし、多くの市民の方

が参加、参画をされてこの構想を練ってきたという中にあってのこの３年間構想、そして天塩

岳・天塩川の魅力発信プロジェクトと一体となったマニフェスト事業でもあるといったことで、

市民の多くの皆さんがこの３年後の開園を楽しみにされていたのではないかなというふうに感

じております。

実は、市民検討会議の中でも、震災復興の関係や何かでいろいろ予算状況は厳しいですよね

と。そうした中で、これが３年間で無理となった場合にどうするんだということの御質問もあ

りまして、協議をした経過があります。そうした中にあっては、やはり検討会議としても、事

業費の見直しをするとか事業のメニューを変えて、せっかく四十数年ぶりに再整備に取りかか
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っているものを、事業費を圧縮して３年間にこだわることはないのではないかと。これは、せ

っかくつくり上げてきたことだから、多少延伸したとしても、いいものをしっかりとつくって

ほしいという御意見が多数ございました。

こうした状況の中で、やはりこれから全ての公共事業でありますけれども、公共事業を進め

ていく中での重要な判断の基準としては、例えば市民の皆さんの安全・安心にかかわるような

部分については、これはもう緊急性を伴う事業については迅速に対応することが当然必要であ

ります。しかしながら、こうした厳しい財政状況下にあっては、やはり公園整備などについて

は、財政負担の観点から、最も有利な補助金ですとか交付金を活用しながら進めることが肝要

であるというふうにも考えております。ですから、例えばこの３年間で計画をしている水郷公

園、３年間でやり切れれば最高でありますが、この事業予算の関係から例えば数年延伸となっ

たとしても、市民の皆さんが夢を持ってつくり上げてくれたこの再整備構想を着実に、メニュ

ーを変えずに、そのかわりいろいろな部分で創意工夫をして、縮減も図りながら、そして着実

に進めてまいりたいというふうに考えています。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 中舘総務部次長。

○総務部次長（中舘佳嗣君） 私から、村上委員から御提言のありましたミニ公募債についてお答

え申し上げます。

ミニ公募債は、債券を発行して資金を調達する市場公募型の地方債の一種ということで、本

市ではこれまで発行の実績はございませんが、発行条件等について金融機関等と協議をしてき

た経過はございます。この制度の一番大きな目的としては、委員お話しのとおり、住民の参画

意識の高揚ですとか政策のＰＲ、こういったものが一番かなというふうに思っております。そ

ういったことから、この発行対象は、実際に発行している事例を見ましても、その区域内、例

えば都道府県ですとか市町村にお住まいの住民の方、もしくは団体の方というのが一般的な発

行条件というふうになっております。

そこで、もし本市がこのミニ公募債を発行したときの課題としては、まず１つには、発行年

限は任意に設定はできるんですけれども、余り長いとなかなか調達が難しいということがあり

まして、主に５年程度が主流となっているようです。そういう意味では、一般の地方債の償還、

例えば耐用年数に応じて20年なり10年というようなものに比べると、償還の負担が重たいとい

うことがまずあります。それから、金利についても、これは自由に設定できます。ただ、一般

的にはやはり国債の基準に多少上乗せしたようなものでないとなかなか調達が難しいというこ

とがあって、そういう意味では、公的資金、一般的に我々が地方債を借りている金利と比べる

と、多少割高な部分が一般的かなということ、それから金融機関が発行するに当たっては、そ

の発行の手数料ですとかそういったもろもろの経費もありますので、そういった意味ではコス

ト面では一般の地方債と比べるとちょっとコスト高な部分があるかなということがございます。

それと、例えば水郷公園の整備でありますと、今回、私どもでは過疎債の活用を考えており
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まして、償還の７割は交付税算定されるという有利な地方債を想定しております。そういった

意味では、そういった有利な地方債と比べますと、ミニ公募債はやはりコスト的に割高な部分

があるという、これはあくまで経費的な部分ではありますけれども、そういった課題はあろう

かというふうに思います。

特に最近は、このミニ公募債の発行が全国的にも、昨年ですと全国で50ぐらいの市町村が発

行しているんですが、一時と比べてやっぱり減ってきていると。その背景としては、金利が下

がってきていて、やはりどっちかというと投資ニーズからすると魅力が薄れてきているという

部分もあろうかなというふうに感じておりまして、そういう意味では、今後そういう市場金利

の動向ですとか、先ほど申し上げた地方債制度がどういうふうに変わってくるかということに

よって、あわせてこの事業の一番の目的は、やはりそういった市民に関心を持っていただける

ような、参画をしていただけるような事業という、選定というのが一番重要だと思いますので、

そういった観点から総合的にこういった目的に合致するようなものがあれば、そういった段階

で検討してまいりたいというふうに考えております。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） こういうミニ公募債、本当になかなか使う用途の中で、市民が行政と一体

となった公園ないし、そういうものができるということで、本当に金額的には１人1,000円で

も何でもいいんですよ。そういう中で、今後どういうときこういうのが使われるか、今後検討

していただきたいと思います。また、そういう過疎債の有利な状況もありますので、そちらの

ほうで頑張っていただきたいと思います。

私のこの水郷公園についての事業について終わります。

それでは、３つ目としまして、新庁舎建設について伺います。

旧士別市と旧朝日町が合併し、10年を迎えた中、本庁舎整備事業計画ができ、今まで市民検

討委員会の論議を初め、市民の方々から提言がありましたが、現在までの計画の流れについて

伺いたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 岡崎総務課主幹。

○総務課主幹（岡崎忠幸君） お答えいたします。

庁舎の整備につきましては、合併時に策定しました新市建設計画、それから平成20年度を初

年度とします士別市総合計画に位置づけたところでございます。当初は総務課、財政課、建築

課を中心に整備内容について検討を重ねてきたところでありますが、26年12月に全庁横断的な

検討組織としまして本庁舎のあり方検討委員会を設置し、本格的な調査検討を開始したところ

でございます。

27年４月には、これまでの庁内での検討内容を初めとしまして、現庁舎の概要ですとか問題

点、それから耐震の診断調査を行っておりますので、それらの結果、庁舎整備の基本的な考え

方を庁舎整備に向けた基本事項の整理報告書としてまとめました。その報告書をもとに、６月
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からは本庁舎整備基本計画の策定を進めるに当たりまして、各層、各団体等を代表する20人の

市民で構成する本庁舎整備検討市民委員会によりまして、整備の方向性、改修なのか改築なの

かといったことの検討を重ねていただいたところです。

そういった検討をもとに、11月には基本計画の内容に関しまして検討市民委員会から中間提

言をいただいたところでありまして、その提言内容を踏まえて、先月、２月に本庁舎整備の基

本計画の策定となったところです。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） ありがとうございます。

庁舎整備計画の進め方で、市民の声を取り入れ、集約の流れですが、本庁舎整備検討市民会

議を設置し、会議を重ね、市民からパブリックコメント、また市内６地区での市民説明会、そ

ういう中で集約がされた中で、市庁舎整備に今後生かされなければならないと思います。そこ

で、市民の方々が心配しているのは、事業費33億円以内、人口に合ったコンパクト庁舎、分散

化、窓口機能、駐車場など多くの意見をいただいたと思います。今後、意見集約にあっては、

期間的に今回少なかったと思うんですけれども、市民の方の意見を反映する場が今後もあるの

か、ちょっとそこのところを伺いたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 岡崎総務課主幹。

○総務課主幹（岡崎忠幸君） お答えいたします。

市民の御意見をお聞きすることに関しまして、まず27年度に取り組んできたことについてで

ありますけれども、基本計画策定に当たりまして、検討市民委員会から御意見をいただくこと

とを主に行ってきております。その委員会ですけれども、これまで７回を開催してきておりま

して、さまざまな御意見をいただきました。先ほど申し上げましたとおり、それらの意見を中

間提言としていただいておりますし、そのほかの御意見をいただく手法としましては、市民ア

ンケート、来庁者アンケート、それから意見聴取の制度でありますパブリックコメントの実施、

それから委員お話しのとおり市民説明会を６カ所で開催するなど、広く市民の意見をお聞きす

る機会に努めたところであります。いただいた意見に関しましては、計画に反映できるものは

取り入れてきたところであります。

今後の市民意見の反映の場ということでありますけれども、28年度につきましては基本設計

の策定を進めることとなりますが、引き続き検討市民委員会を開催しまして、委員の皆さんか

ら広く意見をいただくとともに、今年度行いましたように、基本計画策定時と同様に市民説明

会、それからパブリックコメントの実施をしていく考えでございます。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） 今後とも、その基本計画とともに、市民への情報の発信に努めていただき

たいと思います。
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また、ここでちょっと伺いたいんですけれども、その中で、このコンパクト庁舎という感じ

の中で、多分職員の方々もこのコンパクトの中には入り切れないと思うんですよ。そういう中

で、私の部署はどこに行くのかということを心配している方々もたくさんいると思うんですけ

れども、そういう職員の方々への発信も含めて今後お願いしたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 鴻野総務課長。

○総務課長（鴻野弘志君） お答えをいたします。

今、委員のほうから、職員の職場の不安ということでございました。これらにつきましては、

私ども行政内部により今回基本計画案の策定に当たりましては、本庁舎の窓口の利用状況調査

ということを実施してまいりました。その中で、窓口サービスの充実のために最低限必要な職

員数ということで、実は計画にもございますが、126人ということで、その職員の配置が必要

であるというふうに考えております。そういったことを踏まえた上で、今後については、庁内

組織の庁内のあり方検討委員会、あるいは庁議等において、組織機構の見直しなども含め新た

な庁舎への配置人員、これらについて庁内合意を図っていけるような、そんなような検討を考

えているところでございます。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） よろしくお願いしたいと思います。

次に、市が提案した予定地は敷地内南側ということで、多くの市民の方々から駐車場問題が

非常に心配されております。それに対して、市として明確な答弁が今までもなかったんですけ

れども、この２～３年の長期事業にあわせて、冬期間の除雪などの問題も含めて、これについ

ての考えを求めます。

○副委員長（岡崎治夫君） 岡崎主幹。

○総務課主幹（岡崎忠幸君） お答えいたします。

庁舎建設後、それから工事中、それから冬場の駐車場の確保ということでありますけれども、

今年度策定しました基本計画の中では、建物の配置、それから階数ですとか、駐車場の位置な

ど含めて、詳細な敷地の利用については決めてございません。今後策定します基本設計の中で

詳細を検討して決定していくこととしております。

ただ、現庁舎敷地内で整備するということで今進めておりますので、引き続き文化センター

利用者の駐車場として併用することも考えておりますし、多くの来庁者が見込まれる確定申告、

それから期日前投票の混雑緩和のために、現状以上の駐車台数の確保を目指すこととしており

ます。また、冬期間における駐車場の確保としましては、雪を投げる堆雪スペースを確保した

上で、駐車スペースの確保に努めたいということで計画をしてございます。建てかえ工事中に

おきましては、工事車両がいるということで、駐車場が現状より狭くなるということが予想さ

れます。そういった場合におきましても、人、車の動線に配慮しながら、来庁者、それから市

民文化センターの利用者の駐車場の確保に努めていきたいという考えでございます。
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以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） そういうことで、市民サービスが本当にこの駐車場問題には必要だと思う

んですけれども、実際に文化センターで100人を超える催しは年間100件以上あるんですよね。

その中で、本当にこの駐車場が満杯になり、一般の利用者も利用できない状態は今までも多々

ありました。そういう中で、今後もこういうふうに市民サービス、駐車場をこの工事期間の中

で確保するように考えていただきたいと思います。

それと、私の提案も含めて言いたいんですけれども、本当に大きい催しの場合は、どこかの

大きい駐車場を借りて、そこからバスに乗って、まあ国忠さんのほうが知っているかもしれま

せんけれども、そういう流れでバスの利用も考えたり、また近隣をちょっと見渡す中で、体育

館の裏のあそこの市の駐車場ですか、そういうこととか、近くの文化センターの横にある駐車

場とか、そういう流れで四条のもとの北ひびきのスタンド、ああいう跡とか、ああいうところ

も今後利活用をしていただくというか、考えるように考えていけば、まだまだ駐車場も確保で

きると思うんですよ。そういう幅広い考えの中で当たっていただきたいと思います。その部分

の考えをお願いします。

○副委員長（岡崎治夫君） 鴻野課長。

○総務課長（鴻野弘志君） お答えをいたします。

駐車場の問題、これはかなり大きな課題かなというふうに思ってございます。まず、文化セ

ンターの行事によっての考え方、これらにつきましては、なかなか今現時点で妙案というもの

はないところでありますが、この庁舎近隣の空き地、あるいは委員がおっしゃられました職員

が日ごろ使っております駐車場、この職員の駐車場のあり方などもちょっと検討をしながら、

市民本位の駐車場の確保、こういったものを目指したいというふうに思っております。

また、そのほか、今委員のほうからお話のございました北ひびきさんの土地等につきまして、

これは相手先のあることでございますから、その意向の確認も必要かというふうには思います。

そういった中で、その利用の可能性の可否を含め、今後の基本設計の中で検討してまいりたい

というふうに思っているところであります。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） ぜひ今年中に本当にこういう基本設計がなされるんですから、この一連の

中でいろいろ考えていただきたいと思います。

次に、新庁舎建設事業費について伺います。

建設事業費の一部を市有林売却で補ってはどうでしょうか。その前に、本市の市有林につい

て伺います。近年、トドマツ、カラマツ、道産丸太の輸出が急増しているそうです。それは、

ロシア産材の急騰と円安により道産材の競争力が高まったことや、道内の製材工場が減った事

情もあるとしています。道によると、函館、苫小牧、留萌の３港から、70％が韓国、30％が中
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国で、道産針葉樹の丸太の平均輸出価格は14年度、１立方メートル当たり平均１万2,600円と

なっているそうです。また、道内の伐採適齢期を迎えたトドマツ、カラマツが多く、今後も中

国、韓国へ輸出を図りたいということの道の報道がありました。

その中でちょっとお聞きしたいんですけれども、この３つ、ちょっと続けてお願いしたいと

思います。過去５年間の市有林の伐採面積と売却額について伺います。それと、もう一つ、あ

る程度成長した人工林を収益目的で伐採することはできないのか。続けて、人工林に比べ、天

然林に生育している広葉樹の価値は高いか、市有林の天然林などは幾らあるのか、またその中

の価値の高い広葉樹はあるのか、続けてお願いしたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 鶴岡畜産林務課長。

○畜産林務課長（鶴岡明浩君） お答えします。

まず、過去５年間の市有林の伐採面積とその売却額についてでございます。

平成23年から本年の27年度の５年間の間伐面積につきましては約398ヘクタール、造林地の

一部を植栽する目的で行う更新伐につきましては約70ヘクタールで、合計約473ヘクタールで

あり、年平均にいたしますと約95ヘクタールとなっております。また、伐採により切り出され

た丸太の売却額につきましては、５年間で約１億2,261万7,000円、年平均にいたしますと約

2,452万4,000円となっているところであります。

次に、ある程度成長した人工林を収益目的で伐採することにつきましてでございますが、収

益目的の伐採の場合、造林木の年齢や植栽面積の制約があることはありますが、可能ではござ

います。ただし、その場合、造林木を全て伐採する場合につきましては、伐採跡地への植栽や、

またその後の保育などの費用を考えると、トータル的には大きな利益は見込めないと考えてお

ります。

次に、人工林に比べ、天然林の育成している広葉樹の価値についてと、市有林の天然林はど

のぐらいの面積があるのか、またその中の価値の高い広葉樹があるかについてでございます。

まず、市有林における天然林につきましては、約750ヘクタールほどございます。市有林全

体としましては、約28％を占めているところでございます。

また、全ての天然林の状況については把握しているところではございませんが、価値の高い

広葉樹が育成している天然林も一定程度あると確認しているところでございます。

以上です。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） 本当にこういう市有林の中で結構いい木材があるということをお聞きしま

したけれども、これは最後になりますけれども、この事業費についてですが、庁舎の事業費と

して33億円、未来を見込んで計画なされ、本市にとっても大きな事業であり、またこういう厳

しい財政の中にあってこそ財政のアイデアが必要だと思います。市有林の売却についてですが、

これは市長に答弁をいただきたいと思います。少し話が長くなると思いますけれども、おつき

合いをよろしくお願いします。
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それでは、先人の方々の歴史を振り返ってみますと、昭和29年７月に４カ町村が合併し、士

別市が誕生しました。合併発足年に歳入不足が約１億3,000万円あり、当時の市の財政規模は

約３億円程度でした。31年３月に自治省より調査起債許可を得て財政再建団体になり、１億

1,000万円の再建債を借り入れ、赤字を棚上げすることができました。その後、32年に約1,800

万円の償還以降、毎年返し、41年に1,300万円を償還し、財政再建団体から脱却したわけです。

その中にあって、35年に庁舎建設資金備蓄条例を制定し、市民会館は37年に施工、本庁舎は

38年に施工しました。建設費の総額は、市民会館１億6,500万円、庁舎１億4,400万円、その中

で注目すべきは、財源の中で、市有林売却で市民会館に2,000万円、庁舎に3,100万円、合わせ

て5,100万円と、費用の一部に充当されたということです。現在、市有林は、先ほど言いまし

たように2,500ヘクタールほどあります。これらを参考に、新庁舎建設費用の一部を市有林売

却ではどうでしょうか。

当時も、伐採と同時に植林が行われ、市財政も潤しました。上士別中学校で木材を使った校

舎、また新庁舎にも木材をふんだんに使って建設し、木の香る心休まる庁舎にしてはどうでし

ょうか。また、この伐採と植林で雇用などの創出も波及効果が望めると思います。新庁舎の建

設事業費の財源として、積極的な活用を図ってはどうでしょうか。市長は日ごろより、財源は

有限であるが、知恵は、アイデアは無限であると申しているように、いろいろな視点で考え、

検証してはどうでしょうか。私の考えですけれども、市長の答弁をいただきたいと思います。

○副委員長（岡崎治夫君） 牧野市長。

○市長（牧野勇司君） ただいま村上委員から、庁舎に関する木材利用等々含めた御提言をいただ

きました。私は、絶えず職員に申し上げているのは、財源は有限であると。しかしながら、皆

さん持っている知恵、これは無限であると。皆さんの無限の知恵を生かして、いかに市民の英

知をそこに結集するのかということを絶えず話しているわけです。

先ほど御質問ございました水郷公園、この問題につきましても答弁申し上げましたが、40人

から成る市民の委員の中に、一緒に職員も入って何度も何度も議論をして計画をつくり上げて

いただいた。当初から、３億5,000万円の財源しか士別市はもう出せません、その中に皆さん

方の知恵をしっかりと入れてほしい、そういう議論の中で出てきた実は計画なんであります。

これは市民の英知が入っています。それから、今年10月にオープン予定でありますいきいき健

康センター、ここも多くの団体、市民の皆さん方に入ってきていただいて、予算をまず示して、

間取りから何から、中に入るいろいろなものも全て市民の皆さん方に議論をいただいたという

ことで、これも市民の英知が入っています。

ですから、ただいま御質問ございましたこの庁舎の建設については、これはもう士別市にと

って大プロジェクトであることは論をまちません。しかし、きょうもずっと議論いただいてい

るわけでありますが、財政は極めて厳しい状況であります。ですから、33億円以内で全てを納

める、どれだけ物価が上がろうが、人件費が上がろうがですね。そういった中に知恵をしっか

り入れていく。ですから、先ほどからいただいた御意見も生かしながら頑張っていきたい、こ
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う思う次第であります。

そこで、木材の売却利用の関係でありますけれども、士別市が財政再建団体に合併以降陥っ

た昭和の時代のこと、私も大先輩から相当聞いています。大変な思いでそこから士別市は立ち

上がったと。そのときに、この庁舎も、そしてまた市民会館も建設時期に入って、もう50年以

上がたつわけです。そのときの建設費というのは、先ほどお話あったとおり、両方合わせて当

時の額でおよそ３億円と。その中で、士別はやはりすばらしい良質な天然林が相当あったとい

うふうに想像できるわけでありますが、売却したその額が当時で約5,000万円ということであ

りますから、工事費のおよそ20％弱はその天然林の売却によって財源として使ったと、こうい

ったようなお話も私も伺っているところであります。

先ほど担当から答弁したとおり、現在、年2,500万円ほど売り払いによって、この市の市有

林から売却して財源として使わせていただいています。なおかつ、天然林としては、先ほど答

弁したとおり、希少性のある天然林が実はまだ750ヘクタールぐらいあると、こういうことで

ございますので、これは庁舎の建設に使うというだけではなくて、しっかりと計画を立てて売

却をし、なおかつ50年前にこの庁舎に使ったときも植林をしていますから、植林をしている人

工林ももう既に50年以上たっているわけでありますし、そういった意味ではそういう財産をし

っかりと売却をしながら、いろいろな厳しい財政の中で有効に事業に充てていくというふうに、

今の提言を聞いてそういう形で内部でもしっかり議論しながら進めていきたい、こう思ってい

る次第です。

それと、私のところに要望書が上がってきています。これは、士別市庁舎新築に伴う庁舎へ

の道産木材利用に関する要望書ということで、これは去る２月17日に私のところにいただきま

した。旭川地方木材協会を初めとした３団体の皆さん方がお越しいただきました。平成22年か

ら公共建築物等木材利用促進法が施行されていると。ぜひこの士別市の庁舎建設に当たっては、

床、壁、窓枠など内装材にも木材を積極的に利用していただきたいと、こういう要望でありま

す。

先日、上士別の小中学校併設校を議員の皆様方にも視察をいただきました。うれしいのは、

木材がふんだんに使われていて、木のぬくもりを感じる校舎でありました。私は、子供たちを

育成するには、地産地消による食育、これは当然必要でありますが、木育もこれは極めて重要

であるということで、平成20年１月に利用開始している朝日の糸魚小学校、これもふんだんに

木材が使われているわけですよね。その後、建設をいたしましたあいの実保育園、そしてまた

子どもセンター愛遊夢、ここもふんだんに木材を使っています。それで、これは一つ知恵を出

しながら、内装材も含めて、新しい庁舎にしっかりと、特に市民の訪れるような場所には木の

ぬくもりも含めながら、そういう庁舎にしていきたいという思いもありますので、先ほど担当

から申し上げたとおり、これからも市民の意見も聞きますし、市の職員もそうでありますし、

議員の皆様方の英知もいただきながら、この大プロジェクトをしっかりと進めていきたいと、

このように考えている次第でありますので、少し長くなりましたけれども、答弁とさせていた
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だきます。

○副委員長（岡崎治夫君） 村上委員。

○委員（村上緑一君） ぜひ森林の利活用含めて、財政については今後とも頑張っていただきたい

と思います。

これで私の質問を終わります。ありがとうございました。

○副委員長（岡崎治夫君） これにて総括質疑を終結いたします。

────────────────────────────────────────

○副委員長（岡崎治夫君） お諮りいたします。まだ付託案件の審査は続いておりますが、本日の

委員会はこれをもって終わることにいたしたいと思います。これに御異議ございませんか。

（「異議なし」の声あり）

○副委員長（岡崎治夫君） 御異議なしと認め、本日の委員会はこれをもって終わることにいたし

ます。

なお、明日は午前10時から議場において委員会を開きますので、御参集願います。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

御苦労さまでございました。

（午後 ４時４７分閉議）


